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議 事 日 程 （第５号） 
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      ２．国保の短期証・資格証の発行について 

      ３．少人数学級と臨時教員の待遇について 

      ４．（素案）小中学校適正配置基本計画説明会について 
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      １．自殺対策について 
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      １．今後の本市農業の取り組みについて 

      ２．農・観・商・工の連携について 
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開議 午前１０時００分 

 

◎開議の宣告 

○議長（平山 英君） 散会前に引き続き本日の会

議を開きます。 

  ただいまの出席議員は28名であります。 

  12番、岡部瑞穂君より欠席する、９番、鈴木紀

君より遅刻する旨の届け出があります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎議事日程の報告 

○議長（平山 英君） 本日の議事日程はお手元に

配付のとおりであります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎市政一般質問 

○議長（平山 英君） 日程第１、市政一般質問を

行います。 

  発言通告者に対し、順次発言を許します。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎発言の訂正 

○議長（平山 英君） ここで教育部長より発言が

あります。 

○教育部長（松本睦男君） おはようございます。 

  一昨日の菊地弘明議員の教育行政についての質

問の中で、小中一貫教育基本方針策定における委

員構成についての質問でありましたが、ＰＴＡ、

学校、それと教育委員会事務局ということで申し

上げましたが、それ以外に地域代表者も予定して

おりますので、追加して訂正をさせていただきま

す。よろしくお願いいたします。 

  以上です。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 鈴 木 伸 彦 君 

○議長（平山 英君） 初めに、２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） おはようございます。 

  議席番号２番、鈴木伸彦でございます。 

  昨日は、市内中学校の卒業式がございました。

出席された皆様、大変ご苦労さまでした。私は、

完成したばかりの三島中学校の体育館で記念すべ

き卒業式に参加させていただきました。新築に関

しましては、たくさんのご尽力のたまものと、Ｏ

Ｂとしても感謝するものであります。 

  皆さんはどうだったでしょうか。ひんやりとし

た体育館の席に座り、心の琴線に触れるような場

面が幾つもあったのではないかとお察しいたしま

す。 

  子どもたちの未来に幸多かれと願い、一般質問

に入らせていただきます。 

  では、１番、烏ケ森公園の整備について。 

  西那須野地域の烏ケ森公園は、歴史のある市民

に親しまれている公園です。近年、中学校や高校

の部活動でも起伏のある地形を生かしてトレーニ

ングに利用している様子です。 

  そこで、お伺いいたします。 

  国道４号のバイパス工事計画の概要とその着工

時期、また工事による影響についてお伺いします。 

  ２、同公園の今後の整備計画はあるのか、あれ

ばどのようなものか、お伺いいたします。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君の質問に

対し答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（田代哲夫君） 烏ケ森公園について２

項目ほどありますので、順次お答えいたします。 
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  まず、⑴の国道４号西那須野道路整備事業につ

いてお答えします。 

  この事業は、西那須野市街地の渋滞を解消する

ため、平成18年に新規事業化されたところであり

ます。事業の概要としましては、二区町交差点か

ら西富山交差点までの区間4.6㎞について、幅員

24ｍ、４車線で計画された道路です。 

  なお、現在、用地買収を進めているところであ

り、具体的な工事の着工時期については、未定と

聞いております。 

  また、工事による影響でありますが、烏ケ森公

園については、国道４号が地下構造となる予定で

あり、道路整備による地形や公園の影響について

は検討中であると聞いております。 

  次に、⑵の今後の烏ケ森公園整備計画について

お答えいたします。 

  烏ケ森公園については、新たな広場、駐車場の

設置、既存施設の補修などを基本とした平成16年

から27年までの烏ケ森公園リフレッシュプランが

合併前の平成15年に策定されており、広場、駐車

場については既に設置を完了しております。 

  市としては、合併後の都市公園の管理運営の基

本的な考え方として、安全面、維持コスト面など

から、新たなアスレチック遊具は設置しない方針

のもとで、管理運営に努めております。今年度は

この方針に基づき、烏ケ森公園わんぱく広場のア

スレチック遊具について老朽化し、危険性が高い

ことから撤去し、広場を自由広場とするため、の

り面の補修工事等を行っているところであります。 

  その他の施設の修繕については、緊急性、危険

性などを十分に検討し、他の都市公園の修繕との

バランスなどを考慮しながら考えていきたいと思

っております。 

  以上でございます。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） それでは、再質問させてい

ただきます。 

  １番の４号のバイパス工事計画については、未

定だというふうにお話がありましたので、なるほ

どと思いました。 

  それから、今のお話ですと、地下、トンネルと

いうふうになるということをお伺いしました。私

は西那須で生まれ育って、子どものころから烏ケ

森公園とは親しんでおりまして、その景色はそう

昔と今は変わってないような気がします。思い出

のある公園であります。中学校のころには、やは

りあそこまで行って、あの階段を駆け上がったり

おりたりするなどのトレーニングもやった記憶が

あるんですが、つい最近また行きましたところ、

三島中学校や西那須野中学校、拓陽の生徒、また

は日曜日の朝でしたけれども、10時ごろ、大山小

学校のサッカー部の子どもたちが保護者の監督に

連れられて遊んでいる様子なども見受けられまし

た。 

  それから、夕方などに行きますと、年配の方が

犬を連れたりして、散歩などをしている様子が見

受けられまして、年間を通して利用者の多い公園、

それから、周辺に住宅地を抱えておりまして、そ

ういう意味でも広く、歴史があるだけではなくて、

地域に親しまれている公園だと思います。 

  そのような中で、ここに書いてあるトレーニン

グに利用している様子というところにちょっとポ

イントがあるんですが、ここは本来の目的は、都

市公園ということでよろしいでしょうか。ちょっ

と回答をお願いします。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  建設部長。 

○建設部長（田代哲夫君） 烏ケ森公園につきまし

ては、都市公園として指定しております。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 
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○２番（鈴木伸彦君） ちょっと聞き方が足りない

ですが、そういった中で、部活動で利用すること

については特に問題というか、どんどん利用して

もらって構わないというふうに考えてよろしいで

しょうか。 

○議長（平山 英君） 建設部長。 

○建設部長（田代哲夫君） 都市公園でありますの

で、だれでも自由にその公園を利用していいとい

う形になります。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） ありがとうございます。 

  これは、ここに出したのは提案なんですが、こ

の三島中学校、西中学校、あの近辺の拓陽高校、

近年の成績を見ますと全国大会などに行く選手、

チームなども出ております。そういう結果が出て

いる一助に、一つに、こういった起伏を活かした

トレーニングというのもあるのではないかと思い

ます。 

  そういうところで、今お話を聞いたときに、散

歩コースの中に砂利のコースがありまして、そこ

がかなりえぐれていたと、そこを何とかしてくれ

ないかということを私は伺ったものですから、ち

ょっと考えてみました。それをただ修繕するだけ

でなく、それだけ利用されているのであれば、も

う少し幅を広げたりして、１列で行くのではなく

て、並列でも軽くジョギングできるようなとか、

あと、お年寄りが２人横に並んで散歩できるよう

なふうに、少しそういった歩道を、公園内の歩道

を広げるような計画を立てていただければどうか

なというふうに思ったわけであります。 

  そうしますと、２番のほうの関係になると思い

ますが、そういったもの、それから中学生が利用

している様子を見たときに、隣にもともとゴルフ

練習所だったところに、目標するグリーンという

のが80ｍとか何か、そういう地点に置いてあるん

ですけれども、そこがちょっと起伏があるんです

が、100ｍ走のダッシュの足の回転を早くする、

多分、トレーニングのイメージなんでしょう、駆

けおりるときに、スタートは横一列なんですけれ

ども、そこになると、そこの高いところに上がる

ために、わきの狭いところへ寄っていかないとい

けないんですね。そうすると、縦にまた行ってし

まうので、ああいったところを平らにするとか、

そういうふうな改良などをしていただけるとあり

がたいなと思っております。 

  そして、そのほかにも何と言うんですか、お年

寄りがもう少し、散歩して、昔とまたちょっと違

う状況ですから、そこのちょっと休憩してベンチ

で休めるようなところとか、そういったものを新

しく整備してもらえたらななんて思うんですが、

どうでしょうか、ちょっとご質問させていただき

ます。 

○議長（平山 英君） 建設部長。 

○建設部長（田代哲夫君） 芝生のところの部分と

か休憩施設というふうな話でございますけれども、

烏ケ森公園につきましては、都市公園になってお

りまして、また一方では烏ケ森の丘ということで、

市の指定文化財ということになっております。そ

ういう中で考えますと現状の遊歩道とか、管理用

道路とか、現状のところでそれなりに練習してい

ただくということが一番かなと思います。 

  それで、クロスカントリー的な、多分練習をし

ているんだと思うんですけれども、クロスカント

リーについては、自然の起伏を活かして、それぞ

れのスタミナとか、ペース配分とか、体のバラン

スとか、そういうものを向上するような競技だと

思いますので、現在のところのそういう起伏等を

生かして、それなりに練習をしていただければな

と考えております。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 
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○２番（鈴木伸彦君） 恐らくいずれ整備はしてい

ただける計画にあるようですので、そういったと

ころ、今ある状況を利用してということでありま

すが、そういったところの周りの利用の状況も踏

まえて、少し設計に入れていただきたいと思いま

す。 

  行ったときの話を、ちょっと状況をお話しした

いんですが、行きましたらば、子どもたちが竹ぼ

うきを持って、年も明けてすぐだったですかね、

木の葉が落ちているのを、山道のわきを掃いてい

たんですね。それを見て、これは先生に言われて

やっているのかって聞いてみたらば、いや、そん

なことないですって言うんですよね。自分たちで

やっていると。先生のところに行って、先生、こ

れ、こういう指導をしているんですかって言った

ら、いや違うというんです。私が最初にほうきを

持ってきて掃いていただんと。そうしたら子ども

たちが勝手に来て掃き出すようになったんだと、

そういう話も私は聞いてきて、そういう教育の現

場になっているということもつけ足して、ぜひ子

どもたちのために、少し基本方針にずれるかもし

れませんが、善処していただいて、この項につい

ては終わりにしたいと思います。 

  では、２番、青木サッカー場整備事業について。 

  青木サッカー場整備事業は、新年度も予算が組

まれています。今後の整備計画と運営の方針につ

いてお伺いいたします。 

  ⑴敷地全体の利用計画及び整備するサッカーコ

ートの面数と完成時期についてお伺いします。 

  ⑵サーフェスは天然芝か人工芝なのかお伺いし

ます。 

  ⑶最終的にかかる工事費総額と毎年の維持管理

費、運営費は幾らかお伺いします。 

  ⑷この費用対効果のバランスはとれていると思

いますか、また、この時期に集中して整備を行う

理由はあるのか、あわせて伺います。 

  ⑸今後、観光や地域振興などを考慮した利用計

画があるのか、お伺いいたします。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（松本睦男君） 青木サッカー場整備事

業について５点質問がございますので、順次お答

えをいたします。 

  ⑴でありますが、３月８日、那須塩原21、関谷

議員の会派代表質問にお答えをしたとおりでござ

います。 

  ⑵でありますが、サーフェスの関係ですけれど

も、天然芝か人工芝なのかについてお答えをいた

します。 

  今年度は天然芝で整備をしておりますが、平成

22年度につきましては、人工芝での整備を予定し

ております。残りのグラウンドにつきましては、

体育施設のあり方等の検討を踏まえながら、総合

計画後期基本計画の中で検討してまいります。 

  ３番でありますが、最終的にかかる総工事費は

ですけれども、ただ、２で申し上げましたとおり、

今後の計画決定後に算出できるものと考えており

ます。 

  維持管理費、運営費につきましてですが、平成

22年度につきましては、1,100万円を予定してお

ります。今後の整備状況を見きわめながら決定し

ていくことになります。 

  ４番ですが、費用対効果のバランスについてで

のご質問ですが、市で管理している体育施設全般

にわたって言えることでありますが、体育施設は、

より多くの市民に利用されてこそ費用対効果があ

ったものと判断すべきと思います。青木サッカー

場につきましては、サッカーグラウンドを順次整

備する計画でありますが、完成後はより多くの市

民に利用していただけるよう努めてまいります。 
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  次に、この時期に集中して整備する理由はとの

質問でありますが、市総合計画実施計画に基づき、

着実に実施しているものでございます。 

  ５番ですが、今後、観光や地域振興なども考慮

した活用計画についてでお答えします。 

  現在、サッカー場内の体育館においては、夏場

に首都圏からの利用者もあることから、当サッカ

ーグラウンドにおいても同様の利用があるものと

思っております。地域振興などの活用につきまし

ては、今後検討してまいりたいと考えております。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） では、再度質問させていた

だきます。 

  敷地の全体の利用計画というのは、将来的には

４面整備するということで、３月議会の議事録を

見ましたけれども、そのような計画はもう既にあ

ると、また、土地の取得経緯も読まさせていただ

いております。その中で、サッカー場といことで

もう船は走り出しているんだなというふうに実は

感じております。 

  完成時期についても、後期計画の中でやってい

くということでありますので、これからなんだろ

うと思いますが、そこで、全体的な中で質問させ

ていただきますが、利用者の４面つくるという計

画はあると思いますが、年間を通して実際どれく

らい利用日数があるかというのは、検討されてい

ますか。 

○議長（平山 英君） 教育部長。 

○教育部長（松本睦男君） 利用者の年間の日数に

ついてのご質問ですが、これからの整備というこ

とですから、青木サッカー場のこれはありません

けれども、平成20年度におきましてご承知のとお

り、くろいそ運動場と那珂川河畔公園運動場、あ

と、三島体育センターにつきましては多目的です

ので、サッカー場ではありませんけれども、平成

20年度の実績を申し上げますと、くろいそ運動場

が182日、那珂川河畔運動公園が51日、三島体育

センターにつきましては、96日ということであり

ます。 

  ちなみに利用人数につきましては、３カ所の合

計が３万5,000人余という状況であります。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） 仏つくって魂入れずという

言葉がありますが、つくっただけで利用されなく

ては意味がないということに使われると思います

が、このサッカー場を今後どのように使っていく

かという計画性を考えての質問でしたが、青木サ

ッカー場が完成した場合、青木サッカー場は年間

どれだけ、日数的にとか、それからどういう大会

を持ってくるとかということは、今の段階で想定

はしておりますか。 

○議長（平山 英君） 教育部長。 

○教育部長（松本睦男君） 青木サッカー場ができ

たあかつきに、どういう大会を考えているかとい

うことでありますが、現在の中ではまだ考えてお

りません。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） ４番の中で、この時期に整

備を集中して行う理由はあるかということの中で、

計画がある、全体的には計画の中ではやっていま

すということなんですけれども、民間で考えます

と、サッカー場を１面つくるのに芝ですと、この

前6,000万くらいの予算ですか、それから人工芝

ですと１億円を超える予算が組まれているわけで、

これだけの予算をとって事業をやるということは、

相当決意が要ることであると思います。 

  そういう意味では、計画性を持ってやらなけれ

ばいけないのではないかと思っておりますので、
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しかも、こういう100年に一度と言っているとき

に、いろんな民間企業が困っている時期に、計画

性がないでやるということに対しては、ちょっと

疑問があったので質問をさせていただいています。 

  その中で、計画性という意味合いで、今度ちょ

っと天然芝か人工芝なのかという、今２つがあり

ましたが、芝というものの中には、雑草的な芝も

あると思いますが、ちょっと考えていただきたい

んですが、今、大田原市と合併した湯津上村にあ

る工業団地に造成、平らなところにただ種をまい

てつくったグラウンドがあって、私の子どもがも

う10年くらい前になりますか、サッカー場で、あ

そこを利用したときの記憶からしますと、そんな

に立派なものではなかったけれども、十分使えた

と。 

  そこについてちょっと調べてみましたら、特に

五、六年間使って問題はなかったと。逆にそうい

うところは、雑草も気にしなければ、平坦性があ

って、草の出ている伸びがあれば、十分子どもた

ちは使用に耐えるというか、子どもたちは喜んで

遊んでいたということがあるんですが、そういっ

た経費的な、安くできるようなコートは検討され

たでしょうか。 

○議長（平山 英君） 教育部長。 

○教育部長（松本睦男君） 芝のグレードと申しま

すか、雑草でもいいのではないかというような質

問でございますが、その前に、先ほどの計画性で

ありますけれども、経緯はご承知のとおりであり

ますが、昨年の３月に、場所については青木サッ

カー場ということで議会でお認めをいただきまし

た。そういう中で現在、市の計画の中では、トー

タル的には先ほどお話があったように、全体で４

面の整備を考えていると。その計画の前期基本計

画の中では、２面の整備をするということで、決

定がされております。 

  それで、２面の、当然今後の整備については、

その利用状況ということにもなるわけですが、そ

の前に、サッカー場ということ、その体育施設に

つきましては、今までも質問があってお答えして

いますが、全体の施設のあり方ということで今検

討中ですけれども、そういう中であっても、青木

サッカー場については直近でそういう決定をして

いますから、当然あり方の中でも、サッカー場と

いうことでの位置づけになろうというふうには思

っておりますが、その整備につきまして、今後、

４面の中のその後については、先ほど申し上げま

した後期の中で考えていく、それは当然前期の整

備の状況も考えていくということは当然だと思い

ますのでありますが、ただいまの質問の雑草でも

いいんではないかということにつきましては、市

として施設の整備という観点からは、やはりそれ

なりのというふうなことではあれですけれども、

そういった整備をしていくべきだというふうに考

えております。 

  なお、今年度整備している天然芝につきまして

は、野芝ということであります。 

  22年度につきましては、人工芝というふうな考

えでありまして、市民ニーズ等も勘案しながらそ

ういった実施の中で計画しているわけですけれど

も、そういったことで、ある程度の整備は必要だ

という認識でおります。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） どういうサーフェスにする

かということは、どういう人に使ってもらうかと

いうことと関係があると思います。Ｊリーグか何

かの認定にすれば、それなりの下地のサーフェス

とか、表面だけではなくて、その下の地盤の改良

も含めてやらなければいけないと思います。 

  子どもたちだけでいいのか、どういう人たちに
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使ってもらうのか、大きな大会を呼ぶのか、市内

だけで練習場だけで済ませるのか、その辺のとこ

ろの検討がなければ、本来は、芝なのか人工芝な

のか、私が言ったのは雑草ではなくて西洋芝とか

ですね、ちょっとそれをまいてやるという意味で

の、そこに雑草が多少出てもそういうやり方でも

いいんではないかという、軽微なやり方というの

をちょっと提案してみたんですけれども、そこが

決まっていないと決まらないんではないかと。 

  かつ、ですから、一番最初は野芝といって、２

面野芝かなという雰囲気があったところが、私が

なぜと思ったのは、今回ご説明があったように、

人工芝になっているというふうに、そうすると私

たちの知らない、市民も知らない、私議員として

もちょっと知らない間にそちらで計画しているわ

けだけれども、そういう計画性のないようなやり

方がちょっと気になるなというところでご指摘を

させていただきました。 

  ただ、結論については、人工芝になったことに

ついては十分検討されていて、私個人的には納得

いくものではないかというふうに思います。 

  このような形でやっていく上で、では将来的に

学校の体育施設としてですと、どちらかというと、

受け身的な活用になるんではないかと思います。

どちらかというと指定管理者制度でやると、今あ

る体育施設というのは、市民からの問い合わせの

もとにとか、それから年度初めの、何というんで

すか、体育協会か何かの調整の中で日程を決めて

やっているんだと思うんですけれども、そういう

形で今の体育施設の管理運営をされていると思う

んですが、どうでしょうか。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（松本睦男君） 学校における、特にサ

ッカーということなんでしょうけれども、それの

利用調整ということが体協も絡んでいるのかとい

うことのご質問でしょうか。 

  学校につきましては、学体連とか初め、そうい

ったスポーツ行事については、年間のスケジュー

ルをその中で立てておりますが、当然、サッカー

に関しては、サッカー協会との絡みがあれば、そ

こでは当然調整をしていくという形をとっている

わけでありまして、市のサッカー協会のほうから

積極的に学校のほうに入り込んでというまでは至

ってはいないと思います。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） 私は、ここの青木サッカー

場の４面については、大変実は地域振興に対する

期待を持っております。そうしますと、体育施設

として管理していく中で、その町の状態ではなく

て、企画をして、この５番に関係してくるんです

が、よそから来てもらう人、利用してもらう人、

来てもらえるように活用できないかということで

考えております。 

  それがどういことにつながるかといいますと、

子どもたち、アンダー12くらいの子どもたちは必

ず親と来ます。もしかすると兄弟も連れてきます。

それが、Ｊリーグのある埼玉とか、茨城とか、千

葉とか、東京とか、あちらのほうの人が那須のこ

の青木サッカー場いいよということになって、大

会をつくって来るとなると、来てガソリンは使う

は、弁当は買ってもらえるは、帰りにおみやげ買

って帰るとかですね、アウトレットに寄っていく

とか、那須のブランド品を立ち上げたらば、それ

を買っていって帰ってくれるとか、その人たちが

また友達に上げたら、その友達がまた来てくれる

とか、そういうことにつながるのではないかなと。

宿泊も含めてですね。 

  であれば、そういうことが、市の指定管理者は、
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どういう形になるかわからないんですけれども、

単なる体育施設だと、そういう活用の方向に行け

るのかどうかと思ったんですが、そういう考え方

はできないかどうかは、これは産業観光部長あた

り、どうでしょうか。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（松本睦男君） 青木サッカー場の利用、

活用ということでのご質問だと思いますが、基本

はやはりサッカー場ということで、市民を対象に

したサッカー場ということで考えております。 

  それに付随と言ったらおかしいんですけれども、

特に、先ほどの質問でも申し上げましたが、夏場

においては首都圏からお客さんが特に参ります。

昨年の４月からサッカー場の中の体育館は使って

おりますけれども、そういう中でも現実的に夏場

だけで150名ほどの利用があったと。４月から１

月までの利用状況では全体で1,300人ほど利用し

ていますが、そのうちの150人ですから、１割ち

ょっと、11％くらいの利用があるということであ

りますので、サッカー場についてもそういったも

のはあるというふうには考えておりますが、基本

的には市民のためのサッカー場ということでの位

置づけで考えています。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） ここのサッカー場ができた

あかつきには、たくさんの子どもたちが、市民で

すから社会人の方も含めて、どんどん利用しても

らえることであれば、この費用対効果ということ

も十分あると考えられますので、そうなるである

というような管理運営が市のほうで、この指定管

理者のほうでやっていってもそうなるという思い

をちゃんとお持ちだというふうに私は認識しまし

たので、恐らくそうなっていくんだろうと思いま

す。 

  その中で、だろうと思うんですが、もし、私は

その利用計画、サッカー場という名前なんですけ

れども、サッカーをやるとなると、利用の仕方が、

土曜日、日曜が恐らくメーンで、あと、平日の夜

などはナイター設備がないのかどうかちょっとわ

からないですが、余りないんではないかなと思う

んですね。それで、一番あいている時間というの

が、平日が実はあいているような気がするんです

ね。その平日の使い方というものに何か制約はあ

るでしょうか。 

○議長（平山 英君） 教育部長。 

○教育部長（松本睦男君） 平日利用の制約という

ことでございますが、特にございません。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） ちょっと聞き方がまずかっ

たかなと思うんですけれども、今、平日あいてい

るお年寄りが多いんではないかと思うんですが、

それから、そういう人たちがどんどんゲートボー

ルとか、ターゲットバードゴルフ、グラウンドゴ

ルフなどがやれるような施設であってはどうかな

と。それから、フロッピーのディスクゴルフとか、

そういうものにもどんどん活用できるような施設

にしたらいいんではないかと。 

  そういうことの企画、待っているだけではなく

て積極的に企画できるようなことは考えておられ

るかというふうにちょっと質問させていただきま

す。 

○議長（平山 英君） 教育部長。 

○教育部長（松本睦男君） 先ほどの質問に関連し

ますけれども、施設のほうからの制約ということ

になりますと、特に天然芝についてはやはり養生、

使った後の養生期間をある程度持たなければなら

ないということで、現に那珂川河畔公園のほうは、

そういった取り扱いでやっておりますが、そうい
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う中で計画性の話で先ほどありましたけれども、

私のほうで市民ニーズと申し上げましたのは、ま

ず人工芝ということでの考え方におきましては、

やはり年間通してほとんどですね、年間通して使

えると、そういったメリットがあるということで、

そのニーズにこたえられるというものと同時に、

ただいま質問の高齢者のスポーツ、特にグラウン

ドゴルフとか、ゲートボールですか、そういった

ものについても、天然芝のほうはちょっと難しい

のかなというふうに思いますけれども、人工芝の

ほうはそういった活用もできるというふうな考え

でおります。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） 今、ゲートボール、グラウ

ンドゴルフ、ゲートボールだとすると、人工芝の

場合ね、刺さなければいけないと思うんですよ。

そうすると刺さらないのではないかと思うんです

ね。それから、ニュースポーサーがやるときには、

やはり芝に刺したり置いたりといかということが

あるので、まず人工芝だと逆に難しいのかなとい

うこと。 

  そういうことを気にしなくていいのが、お金が

かからない、本当に、実を言うと、私は聞いてい

るんですけれども、何百万で１面、１町歩、１ha

ですね、くらいが何百万で実はできてしまうんだ

というんですよ。その表面を平らにしてかためて、

芝をまいたようなやり方で。何千万もかける必要

がなくて、それを芝刈り機でだーっと、こう削る

だけで結構使えますよと。それ、６年使っていて

も別に問題なかったと。その、枯れるということ

の心配はすごくするようですけれども、現実はち

ゃんと勾配をとっていればできるんだということ

の中で、そういうのもあとの２面の中で、ちょっ

と管理を含めて検討されたらよろしいかなという

ことと、そういう利用の仕方をもう考えているの

であれば、やはりそういうこの高い経費のかかる

天然芝ばかりがいいというわけではないのではな

いかということで、ご提案をさせていただきたい

と思います。 

  それで、その管理のことを考えるということは、

だれにどういうふうに貸すかということが先にあ

って、それから、ではどういうコートにしようか

とか、グラウンドにしようかというふうに、車で

いうと、ダンプを走らせるのか、乗用車だけでい

いのかによって路盤の改良も違うんですね。です

から、表面もそうですし、その下地も違うと思う

んですが、どういう人たちに貸して喜んでもらう

のかという計画性があれば、おのずとこの芝なの

か、人工芝なのか、その辺が出てくるというふう

に考えておりますし、地域の振興も含めてもらっ

て、そういう活用の仕方、今はないということで

すけれども、将来的に、私はここをそういうこと

の活用ができるというのは、逆に、この那須塩原

市に住んでいると、自分で自分のよさというのが

わからないところがあって、もしかしたならば、

那須塩原市の外の人、もしかすると県外の人のほ

うが、首都圏の人のほうが那須塩原市のよさをよ

く知っていて、夏はあそこでやりたいとか、秋に

はそこでやりたいとかという情報を持っていたり

して、そういう人たちを招き入れて、この管理を

していただくと。 

  その中でせっかく、管理費が1,000万と言って

いましたが、４面もできたら2,000万、3,000万と

いう計画もどこかにあったんではないかと思うん

ですが、そういうお金がかからないでもやる方法

も、多分民間の力をかりるとできるような気がす

るんですが、そういった考えはあるのかどうか、

ちょっとお尋ねしたいと思います。 

○議長（平山 英君） 教育部長。 
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○教育部長（松本睦男君） 今回は、先ほど来申し

上げておりますように２面の整備をして、それで

その実績を踏まえながら、今後いろいろと問題点

とか、そういうものもそこに浮き彫りになってく

るかもしれません。そういったものを踏まえて、

今後の中で検討していきたいというふうに考えて

います。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） とりあえず２面だけつくっ

て、その中でいろいろ利用状況を検討して、後期

で次の２面を検討していくということで、了解し

ました。 

  私としては、最後に、この場所がサッカー場、

それから那須塩原市の全体としてここにサッカー

場があるとか、ここに野球場があるとか、そうい

う全体計画もあわせて考えていただいて、今後の

地域のスポーツだけではなくて、特に青木サッカ

ー場などは地域振興につながるような、観光にも

つながるような形が、私は夢があっていいんでは

ないかなと思いますので、そういうことも含めて、

今後検討の中には入っていただけると。 

  それから、大事なことを忘れていましたけれど

も、やはり市民との協働のまちづくりということ

で、一部の団体からもいろいろな要望があると思

うんですけれども、そういったものも一緒に考え

て、使いやすい、利用頻度の高いサッカー場なの

か、どういう施設に最終的になるか、ちょっとそ

こまでわかりませんけれども、なっていってもら

えばと思います。 

  以上、そこで２番については終わりにしたいと

思います。 

  ３、産業廃棄物処理施設の対応について。 

  昨年、12月に赤田工業団地内において、東武商

事の稼働時間延長と溶融炉建設に反対する市民デ

モが行われました。その後、栃木県知事へ反対運

動の趣意書を届け、要望活動も行いました。そこ

でお伺いいたします。 

  東武商事の手続の進行状況を伺います。 

  ⑵新たな施設の設置阻止に向け、地域住民への

事業説明と協定締結を規定とする手続条例を制定

する考えはあるのか、お伺いします。 

  ⑶市長は全国産廃問題市町村連絡、一応、協議

と書いてあるんですが、正式にはこの協議は外れ

るそうです。連絡会の会長につくとお伺いしてい

ますが、どのような取り組みを考えておられるの

か、お伺いいたします。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） ２番、鈴木伸彦議員の市政

一般質問の中の産業廃棄物処理施設の対応につい

てお答えをいたします。 

  ⑴の東武商事の手続の進行状況について、まず

お答えをいたします。 

  当該事業所における既存中間処理施設の稼働時

間延長計画については、廃棄物の処理及び清掃に

関する法律に基づく産業廃棄物処理施設変更許可

申請書が提出されており、県において審査中であ

ります。 

  また、同契約にかかわる建築基準法第51条、た

だし書きの許可については、事前協議書が本市に

提出され、現在協議中であります。 

  次に、焼却、溶融、中和、破砕を行う中間処理

施設を新規に設置しようとした契約は、焼却、溶

融施設を焼却施設に変更して栃木県廃棄物処理に

関する指導要綱に基づき、平成22年１月25日付で

廃棄物処理施設設置など変更事前協議書が県に提

出され、事前協議が行われております。 

  次に、⑵についてでありますが、新たな施設の

設置阻止に向け、地域住民への事業説明と協定締

結を規定する手続条例を制定する考えはあるかと
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のご質問にお答えをいたします。 

  本市としても、廃棄物の処理及び清掃に関する

法律において、地域住民との合意形成が処理施設

の設置要件とされていないことは、問題であると

考えております。 

  しかし、現在の法体系では、産業廃棄物処理施

設の設置に関する条例等により、施設の立地を直

接規制することは大変難しいと認識をいたしてお

ります。 

  このような問題点を踏まえながら、産業廃棄物

処理施設の立地規制方策について、本市に適した

方策はどのようなものがあるか、検討を行ってお

るところであります。 

  ⑶全国産廃問題都市連絡会における取り組むに

関するご質問にお答えをいたします。 

  まず、全国産廃問題都市連絡会の会長は、現在、

岐阜県御嵩町長さんであり、会長の選出につきま

しては、平成22年５月に開催予定の総会で審議さ

れる事項でありますので、現在コメントする立場

にはございません。 

  以上、ご答弁とさせていただきます。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） ありがとうございました。 

  東武商事の進行状況ですが、昨年の12月にここ

におられる議員の方々等も含めて、市の執行部の

方も一緒にデモを行っていただきました。それで、

県のほうまで、知事室まで行って知事にお願いも、

私も同行して行ってきたところであります。です

が、以前、東武商事の状況というのは、刻々と

粛々と進められている状況であります。 

  今、お話のとおり、24時間のほうにつきまして

は、建築の51条の事前協議が申請されていると、

それが出るということを私が知った時点では、年

度内に、去年の12月までに出るかもしれないとい

う話もあって、私は大変びっくりはしていたんで

すが、12月にそれでデモをやりまして、とりあえ

ず、まだ許可が出ていない状況であります。ただ

それからまた、この３カ月ほどたちまして、どう

も東武商事は、事前協議を超えて、本申請をして

くるのではないかというような気がしております

が、24時間に申請に対する市としての、住民は反

対運動をやっているわけですが、市としては今後、

どのような方法を考えてあるかどうかをちょっと

お伺いしたいと思います。 

○議長（平山 英君） 建設部長。 

○建設部長（田代哲夫君） 建築基準法の51条、た

だし書きの許可の件ですけれども、現在、協議書

が出されまして、市のほうで指導ということで、

住民の合意形成が必要だということで、指導して

おりますので、その協議結果を待っているという

状況でございます。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） どこまで話していいのかち

ょっとわかりませんが、直接聞いたわけではない

のでわかりませんが、東武商事は事前協議、私、

昨日も実は東武商事との協議会の中で、協議会と

いうか、説明会が実はありまして、聞いておりま

した。その中で、昨日のものは、実は溶融炉から

焼却炉というちょっと形態を変えたものに対する

説明を内部的に聞かせてほしいということで聞い

ているわけなんですが、その中での後の話で、24

時間のほうに関しては、事前協議を済ませて、法

にのっとった手続で粛々とやるということで、地

域住民にできることは、もう残されていることが

少ないような気がしております。 

  この先、ちょっとこの会をどう進めていいのか

わからない部分もあるんですが、今後、東武商事

との、住民が反対をしても、東武商事が事前協議

を出す可能性はあるかどうかは、どのように思わ

れていますか。 
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○議長（平山 英君） 建設部長。 

○建設部長（田代哲夫君） その事前協議が終了し

ないで、多分本申請を出すかというふな意味だと

思うんですけれども、事前協議の中で、その住民

合意形成という部分については、法的な部分があ

りません。ですから、それをその合意形成がない

まま、東武商事としてはその許可申請書を出すと

いうこともできますので、出されれば、受理はし

なくてはならないということになります。受理を

して、再度住民合意形成の指導をしていくという

ふうな流れになるかと思います。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） 大体、流れは私も知ってい

ますが、今ほかの職員の方、それから議員の方に

も、今そういう状況だということをここで、もう

瀬戸際だということをご理解いただきたいと思い

ます。 

  そして、その24時間の件はそういう状態だとい

うことと、２つ目の溶融炉を焼却炉に変えて、こ

ちらも粛々と続けております。東武商事は一企業

でありまして、別に法に違反する手続をやろうと

いうことではなくて、粛々とやられると、地域住

民が幾ら反発しても、あちらはあちらで法にのっ

とってやるということに対して、すごいジレンマ

を地域住民が感じております。 

  でき上がってしまえば、生活環境調査というの

があるようですけれども、ふだんの生活にでは直

接影響があるかということでは、それは確かにな

いという結果が出るかもしれませんが、ダイオキ

シンなどは少なく降ろうが何しようが、堆積する

わけで、それが20年、30年たったときに蓄積され

て結果出るという、どうなるかというのは、やは

り国もだれもわからないわけで、それは皆さんも

ご存じのとおりなんですが、その心配を募らせて

いて、今どうしていいのかという状況にあると思

いますが、１番はそういう状況ということで、私

の知っている中での状況を皆さんにお伝えして終

わりにします。 

  ２番なんですが、では市として何ができるかと

いうことで、何もしないでいいのかなというふう

に思ったものですから、何か条例をということで、

企画課のほうでは、土地利用調整基本計画という

中で、今回見送られた経緯はあると思うんですが、

条例をつくってみようじゃないかという話があっ

たかと思うんです。 

  それが条例化されていない中で、私としても何

としてでも、那須塩原市のこの状況の意思表示を

したいということで、この条例を制定したらどう

かということで提案いたしました。 

  それで、インターネット上ですけれども、調べ

ましたらば、名古屋市、北名古屋市ですかね、と

か、それから宗像市、それから秩父市、久留米市、

高松、西富というような、地方の自治団体などは、

こういった私の２番での趣旨のような条例が既に

あります。恐らく、細かい話はわかりませんが、

那須塩原市ほど最終処分場も中間処理場などはな

いんではないかと思うんですが、こういうものを

既に持っていると。ですので、那須塩原市もこれ

だけの問題があるのであれば、今後に向けてこう

いったものはつくるべきではないかと思うんです

が、再度ご質問いたします。 

  そういうよその自治体のことを比較してでも、

ちょっとおくれているんではないかと思うんです

が、どうでしょうか。 

○議長（平山 英君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  今、参考例として出されたのは、いわゆる紛争

防止条例という範疇に入るものと思います。当然、

我々のほうもその件については、従前から勉強さ
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せていただいております。これについては一種の

事前協議という話になるわけで、計画をしたとき

に地元へ行って十分に説明をして、理解を得て協

定を結んでくださいと、それ以降に具体的に計画

を進めてくださいというようなつくりになってく

るわけです。 

  一方、栃木県においてはですね、こういう考え

のもとに、これは県条例ではありませんけれども、

許可権者のほうがそういう考え、概念で計画、そ

れから事前協議、本申請と３段階を踏んでいるわ

けですが、計画の時点で地元へ行って話してきな

さいということで要綱ができているということで、

実体上は県のその指導、要綱行政でありますけれ

ども、流れている。 

  ただ、問題は、確かに赤田については例外規定

ということで、工業専用地域だから、これは本来、

土地利用上、そういうものが立地するという想定

内という判断になって、協定を結べとかという指

導の範疇外という要綱の中身になっています。 

  その辺で多分に推定するのに、条例で工業専用

地域でもそういうものができるように条例化した

らどうだというご提案だとは思いますけれども、

都市計画を定める、従前は県で用途地域を定めて

いたという経過はありますが、今、権限がだんだ

ん市町村に来て、用途地域の問題を市も考えられ

る、提案もできるという状況の中で、工業専用地

域と決めたのはでは一体だれなんだという話にな

ったときに、市内部で自己矛盾に至るということ

にもなってしまいますし、その辺もよく考えあわ

せないと、環境側だけの考えだけで全市どこでも

こういうものだというふうなことになるのは、非

常に難しいというふうに思っております。 

  もちろん全然できませんという結論を出したわ

けではありませんけれども、そういうことも含め

ながら、なかなか難しい事案だなということでこ

の問題を認識しております。 

○議長（平山 英君） ここで10分間休憩いたしま

す。 

 

休憩 午前１０時５９分 

 

再開 午前１１時０９分 

 

○議長（平山 英君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） 松下部長の答弁をいただき

ましたが、松下部長のおっしゃっている内容とい

うのは、私も理解しているつもりです。部長も私

の気持ちを理解してお話ししていただいているよ

うな思いはありました。 

  ただ、私の思いをもう一つだけつけさせてもら

うと、県に工業専用地域は事前協議の中で外れて

いるということで、請願、陳情、お願いをしたと

きに受け入れてくれなかったと。であれば、それ

は県の考えなので、ここはあくまで那須塩原市と

いうことで、那須塩原市の独自で、よその地域を

見ても工業専用地域はきかないよというのは、先

ほど言ったようなところについては、特にそうい

う用途地域で限定していることはなく、全部一律、

工業専用地域とかそういうこと関係なしに協定を

結ぶということになっています。それが、栃木県

だけがそういう指針をつくっているので、それで

あれば那須塩原市としては、条例化とすれば法律

ですから、法律の中で、住民の気持ちをちゃんと

表現すると。そうなれば、県に出す事前協議の中

で市長が、住民が反対しているから、これこれこ

ういうこういうわけでだめになると、はっきり条

例のもとにだめだと言えると、そういうことに意

味があるのではないかと私は思いますので、ぜひ
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ともこれはやっていきたいなと思っております。 

  松下部長には最後に、今までのこういった問題

に、産業廃棄物の問題に取り組んでこられたと思

うんですが、これまでと今後どうしたらこの那須

塩原市を、産廃業者にとって条件のいい那須塩原

市、黙っていれば目をつけてまたまた来てしまう

かもしれないんですが、どうしていけばいいのか

ということを、ちょっと最後にお話をいただきた

いと思うんですが、よろしくお願いいたします。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  市長が冒頭に答弁したことに尽きるわけでござ

いますが、やはり法治国家ですから、法を改正し

ていただくというのが本筋だと思っています。で

すから、これについては、吉成議員さんのときで

したか、市長が直接言ったという答弁をこの間し

ましたけれども、それも今度は土地利用の観点か

ら、平地林を守れば、結果として有効活用すれば

産廃も防げるだろうというような発想できました。

もちろん赤田の問題はまた別ですけれども、絶対

的に那須塩原市が突出して多いのは、最終処分場

でありますから、中間処理施設については、突出

して多く立地しているといことではないので、な

かなか論理が組み合わさらない部分ももちろんあ

りますけれども、そういうことで法律が、基本が

改正にならないと難しいというふうに思って、今

後も続けていきたい。 

  また、当然、許可権者でありますのは県であり

ますので、県の裁量の範囲というものももちろん

あるわけですから、その法律を改正して、知事に

裁量権をもう少し多く与えてくれる。我々の考え

方は、県も十分に承知をしてやっていただいて、

例えば最終処分場が１㎞規制というのは、全国ど

こでもやっているわけではありませんで、千葉と

栃木県が、これが一番厳しい１㎞規制というのを、

要綱ですけれども、やっていただいているという

のも、これはどこが発端かと言えば、黒磯市にた

くさん立地したということに由来して、そういう

ことも十分わかってやっていただいてるというこ

とで、県も全く理解していないわけではないので、

今度は法律上、知事に県内の、県土の均衡ある発

展という観点から那須塩原市にだけどんどん産廃

施設ができて、廃棄物処理の地域だというふうに

決めるとは全く考えていらっしゃらないでしょう

し、そういう均衡ある誘導ができるという権限を

与えてほしいとか、そういう内容の法改正、総量

規制の法改正、そういうことをまずやっていきた

いなと思って、その補完として、一種のハードル

として我々はあとはつくっていくものがあるだろ

うということで、今、研究をさせていただいてお

りますし、議会の中でも大変ありがたいことに、

勉強する組織をつくっていただいておりますので、

我々もそちらからのご意見も踏まえながらやって

いきたいなというふうに思っておりますので、今

後ともよろしくご指導いただきたいと思います。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） ありがとうございます。 

  次もありますので、これについては、この後は

ないことにしますが、訂正だけちょっとお願いし

ます。 

  先ほど、私は市の職員がデモに参加したという

ようなことを言いましたが、市の職員はデモには

参加しておりません。 

  では次、４番に移らさせていただきます。 

  ４番、那須塩原市小中学校適正配置基本計画

（素案）について。 

  教育委員会では、那須塩原市小中学校適正配置

基本計画（素案）について、その対象となる小中
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学校における説明会、また計画に対する市民の意

見募集を行いました。 

  そこでお伺いいたします。 

  ⑴説明会場での意見やパブリックコメントの主

な内容をお伺いいたします。 

  ⑵市民の意見を計画にどのように生かすのか、

また計画決定までにどのような作業が行われるの

かをお伺いいたします。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（松本睦男君） 那須塩原市小中学校適

正配置基本計画（素案）について２点質問がござ

いますのでお答えいたします。 

  ⑴説明会やパブリックコメントでの主な内容と

のご質問ですが、３月８日、那須塩原21、関谷暢

之議員の会派代表質問にお答えしたとおりでござ

います。 

  ⑵市民の意見を計画にどのように生かすのか、

また、計画決定までにどのような作業が行われる

のかとのご質問ですが、これにつきましても３月

８日、那須塩原21、関谷暢之議員会派代表質問に

お答えをしたとおりでございます。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） １番についてですが、全く

内容を読んでいないわけではなくて、ある程度、

会場でも話は聞いているはずですし、パブリック

コメントも目を通しているのではないかと思いま

すが、挙げられるものはないでしょうか。 

○議長（平山 英君） 教育部長。 

○教育部長（松本睦男君） 説明会の会場におきま

しては、鈴木議員も幾つか来てお聞きになってい

たというふうなことは承知しています。そういう

中で、代表してそういった意見は言えないかとい

うことでありますが、共通して出てきた中では、

やはり学校が地域の拠点だということで、それと

いえば、なくさないでほしいというような意見や、

あるいは逆に、実際に部活もチームが編成できな

いんだと、だから早く統合してもらいたいと、そ

ういった意見がありました。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） ここにいる皆さんはある程

度、実は内容は承知している方々ばかりいると思

いますが、内容をまとめて今いるという最中です

から、そこから先は進まないのかなと思うんです

が、それと、以前、代表質問の中で、関谷暢之議

員からもあったように、先送りとか、またこれか

ら先検討していくという回答については、私は、

その市民の意見をよく聞くという意味では、最善

の対応だなというふうに感じております。これか

らそれをよく見て検討して、どうしていくかとい

うことで、無理にやらなかったということは一番

いい結論だったと、今回の結論ではないかなとい

うふうに感じております。 

  その中で、問題がなかなか難しくなっているの

は、１つは、敷地の中、子どもたちが門をくぐっ

た敷地の中での適正配置、適正規模という考え方

と、それから敷地の外での地域にある学校という

こと、要するにまちづくりと教育という２つが、

ではどっちがこれを決めていくのかというところ

に、私はあると思うんですが、この私のポイント

はね。決めるのは教育委員さんが決められる。だ

けれども、これはある意味では那須塩原市全体の、

地域地域の要望のある中でのまちづくりという考

え方もあると思うんですが、これはどちらが優先

とか、そういった考え方は、地域づくりという観

点での考え方というのは、今回、教育委員会では

ない側ではどう思われているんでしょうか。よろ

しくお願いします。 



－269－ 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（松本睦男君） まちづくりなのか、教

育現場なのかというふうなことでありますが、当

然、適正規模ということで今回の方針の中に載せ

ているものは、適正規模ということで学校の規模

を進めていくわけですから、やはりまちづくりと

いう地域のことも非常に大切ではありますけれど

も、やはり子どもたちというか、児童生徒に視点

を向けた適正配置というものを十分考えていくと、

視点に置いて考えていくという考えではございま

す。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） 時間がちょっと私も押し迫

ってしまって言いたいことが言えるかどうかわか

らないですけれども、地域が優先するのか、子ど

もたちか。子どもたちを優先させると言っても、

教育長は説明会のときにおっしゃっていましたけ

れども、小さいところは小さいところがあるのは

認めておられましたし、適正規模には適正規模の

考え方があるようですけれども、であれば、やは

り小さいところがいいと言っているところについ

ては、先ほど言ったように、そこを理解してもら

って、早く、小さくてね、もう小さくなり過ぎて

早く合併してほしいというところもあるようです

から、そういうところは……、すみません、話が

ちょっとずれたんですけれども、そういうところ

は先にやるという考え方、１つだけ、ちょっとお

持ちでしょうか。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（松本睦男君） ご質問のとおり、小規

模校にもよさはあるということは、認めていると

いうか、それは承知しております。先ほども申し

上げましたやはり適正規模ということで進めてい

くということでありまして、適正規模ということ

に先ほど申し上げましたように、子どもたちに視

点を置いてというふうな考え方で進めていくとい

うことでございます。 

○議長（平山 英君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） ただいまの件につきまし

て、初日の会派代表の相馬義一議員に答えたとお

り、児童生徒のよりよい教育環境をしっかりと整

えるためにということで考えております。 

  ただし、この学区審議会が立ち上がって、その

適正規模、適正配置というふうな話題というより、

この計画ができたのは、まちづくりという総合計

画とタイアップして行っております。その中で、

審議の途中の中では、やはり今までの学校の歴史、

これは地域に対して地域の中の核ということで存

在してきたのは否めません。今後も多分そういう

ふうになっていくと思いますので、そういうこと

を十分考慮しながらも、地域住民が地域の教育力、

そして地域の将来を担う子どもたちをどのように

育てていくかという協力と信頼のものとに、この

適正配置、適正規模を進めていかなくてはならな

いということでやっております。 

  基本的にいろいろな条件が絡んできますが、ま

ず最終的に一番考えなくてはならないのは、本市

の将来を担う児童生徒をどのように育てていくか

のための教育環境をより適切に整えていくという

ことを考えていきたい。そのために今考えている

ところでございます。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） ２番、鈴木伸彦君。 

○２番（鈴木伸彦君） 教育委員会に質問すると、

多分子どものこと、まちづくりとなると別な言い

方もあると思うんですが、時間もありませんので、

ありがとうございました。 

○議長（平山 英君） 以上で、２番、鈴木伸彦君
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の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 髙 久 好 一 君 

○議長（平山 英君） 次に、10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 皆さん、こんにちは。10

番、髙久好一です。ただいまより質問を行います。 

  １、後期高齢者医療についてです。 

  民主党はマニフェストに後期高齢者医療制度廃

止を掲げました。政権につくと廃止を４年先送り

し、保険料値上げを行い、国民を裏切り高齢者い

じめの制度を温存する二重の後退です。 

  県民の運動と国の通知により、広域連合は基金

と剰余金を取り崩し、保険料を昨年より53円引き

下げました。市の今後の対応を伺うものです。 

  ①新年度の未納者から保険証の取り上げが危惧

されますが、高齢者にとって命にかかわる問題で

もあり、改めて市の対応を伺います。 

  ②広域連合は、国からの援助を期待していると

ありますが、基金取り崩しを補てんする国庫補助

を市や広域連合から早急に要請を行う考えがある

か、以上２点を伺うものです。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君の質問に

対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） 10番、髙久好一議員の市政

一般質問にお答えをいたします。 

  後期高齢者医療制度についてお答えをいたしま

す。 

  まず、①でございますけれども、新年度、未納

者の保険証について、市の対応を伺う質問であり

ますが、平成21年３月議会でもお答えいたしたと

おり、後期高齢者への資格証明書の発行につきま

しては、現役並みの所得のある高齢者などで、相

当な収入があるにもかかわらず、払わない場合に

のみ適用すべきものと考えております。 

  ②についてでございますけれども、広域連合は、

国からの援助を期待しているとしているが、基金

取り崩しを補てんする国庫補助を市や連合から早

急に要請を行う考えはあるかとの質問であります

が、２年ごとに見直すこととされている後期高齢

者医療の保険料改定に対し、国からの指示により

広域連合の財政に不足が生じた場合、都道府県が

広域連合に対し交付または貸し付けを行う財政安

定化基金を取り崩すことで、保険料の増加を抑制

し、平成22年、23年度の保険料は、平成21年度と

比較してほぼ同額となったこと、また後期高齢者

医療制度の将来がまだ不透明なことから、今後、

国の動向を見て、広域連合と協調していく考えで

あります。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 今、市長から答弁があり

ました。資格証の発行については、従来どおり現

役並みの収入のある方からだけというお話だった

と思います。後期高齢者医療制度、高齢者の医療

は無料が当たり前の時代に、後期高齢者医療制度

は、保険料を払えない人は医療を受けられないと

いう根幹を持つ、世界でも大変無慈悲な医療制度

です。資格証の交付はしないと、そういう受け取

りでいいんだと思います。 

  国保なんかで言う悪質滞納者という人たちにだ

け対応すると、こういう理解をして先に進みたい

と思います。 

  ９月議会での保健福祉部長の答弁です。資格証

についてはないというお話でした。９月９日現在

の短期証の方は166人と報告されました。２月末

現在、短期証の発行が85人、0.8％と聞きました。

約半分に減っています。今般の厳しい経済状況の
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中、国保と同じように滞納者がふえているものと

憶測していましたが、減っているということは大

変興味深いことです。どういう対応をしたのか、

政権が変わっての対応が変わったのか、広域連合

の対応なのか、減った理由を聞かせたください。 

  あわせて滞納対策、短期証の方への働きかけに

ついても聞かせてください。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） ９月の議会で166

人の方に発行している短期証でございますね。２

月現在85人ということで、半分に減っているわけ

ですが、どういった対応をしたのかということで

ございますけれども、これにつきましては、保険

料の滞納をされている方々にいろいろなアプロー

チというのがあると思いますので、そういった結

果、半分程度に減ったということでございます。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 半分に減ったということ

は非常にいいことです。しかし、いろいろな対応

というのがちょっと気になります。もう少し中身

を聞かせてください。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 保険料の支払われ

ていない方々に対しましては、最初は電話等での

催告等を行っております。そのほか、その後もま

た訪問徴収とかいろいろやっておりますが、その

中でご相談をさせていただきながら納入をしてい

ただいているという状況で、それの結果が短期証

の発行が減っているという状況だと思っています。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） きめ細やかな相談対策が

実っていると、こう受けとめていいのかと思いま

す。これから先に国保のほうでもこういった問題

をやりたいと思いますが、まずそう受けとめてお

きたいと思います。 

  それから、国への要請の話です。市長と議長が

参加している広域連合、４月から２年間の１人当

たりの平均保険料、現在の４万8,939円から４万

8,886円、金額にして53円、同額となったと、市

長はそういう表現をしました。全国でこの保険料

を引き上げている点、都道府県、大阪、愛知など

4,000円前後引き上げています。据え置くのは15

県、保険料を引き下げているのは８県です。その

中に栃木の広域連合が入ったということです。ま

ず、広域連合と力を合わせて運動をやっている方

たち、頑張ったというような方向で評価をしてい

きたいと思います。 

  ②に入っているわけですが、国への要請、民主

党を中心とする政権の対応が、政権公約を後退に

次ぐ後退をし、結局、自民党、公明党と同じ、国

庫補助は行わないから、自治体が保険料を抑制し

て自助努力をせよというものであると私は受けと

めています。各地の自治体関係者から余りにも無

責任という声も上がっています。悪法の速やかな

廃止という選挙前の公約を破って、後期高齢者医

療制度を温存した上に、差別医療制度の害悪は拡

大させないという選挙公約もほごにするのは、国

民の願いに反する、二重の後退にほかなりません。 

  県、広域連合の幹部の発言、市長の22年度の市

政運営方針にも健やかに安心して暮らせるまちづ

くりの中で、高齢者が介護状態になっても住みな

れた地域で生活が継続できるようとあります。広

域連合の財政状況も入れ、新年度の予算も組まれ

ていると、こう理解しております。 

  今後２年間はこの保険料で運営されていく、そ

う答えられたと理解してよいのか、聞かせてくだ

さい。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） ご承知のように後
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期高齢者医療制度の保険料は、２年に一度改定と

いいますか、見直しを行って保険料を決めていく

という制度になっておりますので、今年度で最初

の２年が終わりますので、来年度からの２カ年間

は、今言われました保険料で行くということでご

ざいます。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 今後２年間は変わらない

ということです。高齢者いじめの後期高齢者医療

制度は廃止しない限り、差別医療と高齢者の人口

増によって医療がふえれば直接保険料にはね返る、

世界にも類がない最悪の医療制度です。一刻も早

いこの制度の廃止を求め、この項の質問を終わり

ます。 

  続いて、２番の２、国保の短期証、資格証の発

行について伺います。高くて払い切れない国民健

康保険税、この間の景気悪化が影響して保険証が

取り上げられ、必要な医療が受けられず命を落と

す悲劇は、全国で大きな社会問題となっています。

資格証発行では栃木県が全国ワースト１位となり、

那須塩原市は短期証の発行が県で１位であり、資

格証発行は第３位となりました。市民の健康を守

る市の責務として、高過ぎる保険料の引き下げと

保険証の取り上げに改善を求める立場から、以下

４点質問します。 

  ①厳しい経済状況の中、短期証、資格証の発行

に当たって、市民にどんな配慮をしていますか。 

  ②政権が変わって、国庫負担金や県の補助につ

いて、国や県への働きかけはどう行ったのか、成

果はどうでしたか。 

  ③県で３番目に多い資格証の発行は、昨年

1,317世帯でした。今年度は微増ですが、この世

帯は悪質滞納者であったのか、伺います。 

  ④です。厚生省が初めて公表した資格証を発行

しない自治体は全国の３割を占め、命と健康を奪

う保険証の取り上げは直ちにやめ、保険料の１世

帯１万円の引き下げを求めるものです。 

  以上４点、明快な答弁を求めます。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 国民健康保険の短

期証、資格者証の発行についてご質問いただきま

したので、順次お答えをしたいと思います。 

  まず、①の短期証、資格証の発行に当たりまし

ては、市民にどんな配慮をしているかということ

でございますが、これにつきましては、これまで

も再三お答えしているとおり、１年以上国民健康

保険税の納付がない世帯に対して、まず６カ月間

の短期保険証を交付しております。その間、督促、

催告及び訪問相談等により納税に対するご理解と

ご協力をお願いし、それでも納税の意思を示して

いただけなかった場合に、資格証明書の発行を予

告通知し、納税できない特別な事情を聞く弁明の

機会をつくり、納税相談に来ていただくようお願

いをしております。 

  それでも何の回答もない場合に、資格証明書を

発行することになります。 

  次に、②の政権が変わって国庫負担金や県の補

助について国や県への働きかけはどう行ったのか、

成果はどうかとの質問でございますが、国民健康

保険の現状は、少子高齢化の進展、疾病構造の変

化及び医療技術の高度化等により、医療給付費は

増加傾向にあるにもかかわらず、年々低所得者が

増加しており、財政上の課題を構造的に抱えてお

ります。こうした状況の中、全国の市町村国保が

一堂に会し、国保財政基盤の強化対策の拡充につ

いて、国に強く要望をしております。 

  また、国民健康保険の制度の維持、増進のため、

医療保険制度の一本化についても要望をしている

ところです。 
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  次に、③の資格証明書を発行した世帯は悪質滞

納者であったのかとのご質問でございますが、資

格証明書の発行までには１年６カ月以上の滞納期

間があり、納税相談に応じず、支払う能力があり

ながながら支払いがない場合に、資格証明書を発

行しております。 

  次に、④の保険証の取り上げは直ちにやめ、保

険料の１世帯１万円の引き下げを求めるご質問で

ございますが、資格証明書の発行につきましても

再三お答えしましたとおり、優良納税者の方たち

と、支払う能力がありながら保険税を支払わない

滞納者を同等扱いすることは、不公平になります

ので、発行をやめる考えはございません。 

  また、１世帯１万円の保険税引き下げにつきま

しても、医療給付が増加傾向にある中で、後年度

にその負担が出てくるおそれもありますので、難

しいと考えております。 

  以上でございます。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 今、答弁がありました。 

  短期証、まず１年以上滞納の方に６カ月を出す

と、そういうお話でした。さらに６カ月たってと

いう方には資格証という通知をするというお話で

した。短期証について聞きます。短期証の発行は、

那須塩原市が2,196世帯、11.1％の発行で栃木県

で第１位です。今年度は１月末時点で既に昨年を

超え、2,888世帯に交付されています。 

  経済的理由から窓口に来ない、来られない市民

への短期証はどのような形で交付されていますか、

答えてください。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 先ほども言いまし

たように、滞納ですね、１年間、保険税の滞納を

された場合に、まずは、それまでにもいろいろア

プローチはあるわけですけれども、その中で、い

ろいろな事情等で一気に納められないとか、分納

ですとか、そういったご相談をさせていただいて

から、短期証の発行をしているという状況でござ

います。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） いろいろアプローチをし

てから分納の相談をしてという形なんですが、そ

の短期証の話で９月にも聞きました。短期証の交

付方法というのを聞いたわけなんですが、今、対

応の仕方を答えられましたので、再び短期証の保

険を聞いた理由はですね、昨年の10月に厚労省が

調査を行いました。短期証が届いているか、いな

いかということです。これは茨城県で50人に１人

の割で短期証が届いていないという結果から、厚

労省が、長妻厚労相、このまとめが全国で100万

人以上が短期証が来ないのではないかと、そうい

うおそれがあるということから調査を行いました。 

  その結果、幾つかの自治体で市役所の窓口に短

期証が置いてあって、市民、町民、村民に短期証

が届いていないという自治体が幾つか出ました。

それであわせて今聞いたわけです。 

  那須塩原市に、９月の答弁どおり、そういうも

のは一切ないという答えでいいですか。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 以前お答えしまし

たように、那須塩原市におきましては、短期証が

こちら側、いわゆる市役所側にたまっていたとか、

そういったことはございません。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 全国で非常にそういう数

が見つかったということなので聞きました。那須

塩原市にそういったことはないということが確認

できましたので、安心して次に入ってまいりたい

と思います。 
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  政権が変わってからの国への要望、これも全国

の自治体と一緒に国に強く要望していると、県の

ほうへの働きかけというのはなかったんですが、

私、昨年から栃木県が県民に対して、国保に対し

ては非常に冷たいと、ほかの県の10分の１も補助

していないという言葉を投げかけています。県へ

の要望などはどうなっているのか聞かせてくださ

い。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 県への助成の要望

はということだと思いますが、特断、それにつき

ましてもっと多く助成をしていただきたいという

要望というものは、してはございません。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 金額的には、全国的には、

ほかの県は280円程度から290円は出していると、

栃木県は28円という数字が出ています。こういう

ことから県への要望をしっかりお願いしたいと思

います。 

  私たち日本共産党は、国保財政がこんなになっ

た最大の要因は、国が国庫負担を49.5％から25％

へと大きく削減してきたことによるものだと分析

しています。結果として、市民の負担する保険料

は、この間に２倍以上になりました。 

  ③に入ります。そういう中で資格証の交付の問

題です。県で３番目に多い資格証の発行は、昨年

1,317世帯でした。那須塩原市は１世帯平均2.2人

ですから、約2,900人が該当します。本年度は昨

年１月末の1,166に比べて10世帯増の1,176世帯で

すが、この世帯に対する対応が、お金が入らない、

１年６カ月応答せず、回答せずという結果の悪質

滞納者ということでの保険証取り上げ、全国では

約34万人という数字が出ています。私は、日本の

国民はそんなに悪い人ではないと思っています。

資格証の発行が機械的に行われているとしか思え

ません。 

  厚労省の昨年１月の通知で、資格証については

機械的な運用ではなく、特別の事情の有無を適切

に把握した上で交付するよう指導しています。少

なくとも対象者に会い、特別の事情の有無がはっ

きりするまで発行すべきでないと思いますが、市

の考えを聞かせてください。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 先ほどもお答えし

ましたし、これまでにも何度かお答えしておりま

すけれども、１年６カ月以上滞納のあった方とい

うことなんですが、その中でもいろいろ弁明の機

会ですとか、そういったものをいろいろ手順を踏

んではおります。その中でも資産といいますか、

支払う能力がありながら、支払う意思がないとい

う方に資格証を発行しているということでござい

ますので、その点につきましては、今までどおり

資格証の発行は行っていきたいと思っております。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 今までどおり、支払い能

力があって払わない方、そういう方に資格証を発

行するという答弁だと。昨年、資格証発行世帯の

占める割合が本県で4.0％、全国で最も高かった

です。平均は1.4％、さらにその中で栃木県の日

光市、7.3％と県内で最も高く、資格証者の世帯

は1,207世帯、市民の実態調査を徹底しました。

そして日光市は市民の暮らしを調査し、高校生以

下世帯にことしの４月から、国に先駆けて正規の

保険証を発行して高校生世代を救済することにし

ました。 

  那須塩原市は第３位、資格証の交付で6.7％と

同じ率で大田原市と２位を争っています。しかし、

この日光市よりも那須塩原市のほうが110世帯、

資格証者世帯2,900人が該当します。110世帯多か

ったんです。市民の実態調査を行うことと、資格
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証を減らす市独自の救済策を講じる必要があると

思います。市の考えを伺います。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 資格者証の発行を

減らすということでございますが、なるべく資格

者証の発行が少ないほうがいいことは当たり前で

ございます。 

  ただ、先ほどから何度も言っておりますように、

支払う能力があるにもかかわらず、支払っていた

だけないという方の場合に、資格者証を発行しな

いということになりますと、やはり納税していた

だいた方との不公平がありますので、そういった

点におきましては、今までと同様、そういった能

力のある方で納税されていないという方に対して

は、資格者証の発行を続けていきたいと思ってお

ります。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 国のほうは、７月から民

主党を中心とする新しい政権ですね、高校生世代

まで短期証を発行する法案を提出しているという

情報もあります。ですから、市でこういった救済

策をやっても、今からですと三、四カ月の間のと

いうことになります。しかし、命と健康を守る大

事な保険証です。ぜひ前向きな取り組みをお願い

したいと思います。 

  資格証の取り扱いと保険料の引き下げについて

入っていきます。 

  新政権になって初めて資格証を発行しない自治

体が３割を超えていることを国が認めました。ご

存じかと思いますが、さいたま市の取り組みです。

さいたま市は医療保険の継続をするのが優先です。

納税者に直接会って相談する、支払い能力がある

方にはきちんと措置をする。これは那須塩原市と

同じです。払いたくても払えない方は、事情をお

聞きして分納するなど相談に乗る。いずれにして

も滞納者に会う、これが第一です。滞納者に会え

ば解決するから、だから資格証は必要ないんだと、

そう言っておられました。さいたま市ではその結

果、資格証明書の発行はゼロになっています。こ

ういう自治体の取り組み、こういう努力を国がし

っかりと後押しすることが求められています。 

  そこで伺います。資格証発行をゼロにする対策、

那須塩原市の資格証の発行を抑えて短期証におさ

めるというやり方、重なるところがあると思いま

す。市の考えを求めます。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 今、さいたま市の

例を出されましたが、私どものほうといたしまし

ても、決してやっていないというわけではないん

ですが、これまで以上に、滞納されている方々に

対しましてご相談をさせていただいて、なるべく

分納等をしていただいて、資格証ではなく、短期

証等になっていくような努力をしていきたいと思

っております。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） きめ細かな対応をすると

いうことだと思います。 

  先に進めてまいります。今度は保険料の引き下

げの問題です。 

  19年度の９月議会では、他の市町が保険料を引

き上げたことから、那須塩原市の国保税が高い順

では、県内31市町の中で１位から14位になりまし

た。このとき市民１人当たりの保険料は、保険料

調定額が10万5,519円です。このときの議会で市

長は、これから２カ年は保険料は改定せずにやっ

ていけるものと思うと答弁しました。昨年、那須

塩原市の国保税が高い順では、県内の市や町の中

で14位から３位に戻りました。１人当たりの保険

料調定額は11万5,939円となり、23位の大田原市

は９万9,059円であり、１万6,860円高く、県平均
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よりも１万1,808円高くなりました。 

  市は２年たっていないのに１万420円引き上げ

たことになります。このときの見通しはどうだっ

たのか、答弁を求めます。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 今、那須塩原市は

２年たたないうちに保険税を引き上げたというよ

うな発言だったと思うんですが、保険税率そのも

のは全く変えておりません。ただ、保険税の算定

の中で、所得割ですとか、均等割ですとか、資産

割ですとか、４項目ありますが、それぞれの世帯

の方々の体系といいますか、それが変わった結果、

保険税としては、１人当たりの保険税としてはそ

ういうふうになったということで、保険税の税率

そのものを変えたということではありませんので、

ご理解いただきたいと思います。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 金額は上がっても率は変

えていないという説明だったと思います。 

  保険料が高くても１人当たりの医療費がよけれ

ばいいのではないかという話もあります。１人当

たりの医療費を見ます。大田原市は23万9,297円、

県で30位、つまり一番医療費を使っていない那須

塩原市は22万5,073円です。大田原市よりも１万

4,224円少ないですね。高い保険料を払っている

割に国保の恩恵、給付が少ないということになり

ます。県で３番目に高い保険料と一番低い医療費

の両方をあわせると、大田原市よりも２万6,000

円ちょっと高くなります。 

  那須塩原市の市民は頑張っていると思いません

か。市民と市が健康のため日々努力によって給付

を低く抑えている、評価してよいと思います。確

認したいと思いますが、どうでしょうか。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） １人当たりの医療

費は今言われましたように、那須塩原市は30番目

の22万5,073円という数字になっております。こ

れは結果的といいますか、健康保持といいますか、

維持といいますか、気を使っていただいて、病気

になるべくならないような形で、市民の方々がや

っていただいているという結果はもちろんあると

思います。その結果、こういう数字が出てきてい

るというふうには思っております。 

  一方、保険料がその分高いのではないかという

ことですが、先ほども言いましたように、所得割

ですとか、資産割ですとか、そういった計算式の

中でですね、率を変えたわけではございませんで、

結果的にそういった、一昨年が14位だったですか

ね、そういった結果になったということで、ご理

解をいただきたいと思います。 

○議長（平山 英君） ここで昼食のため休憩いた

します。 

  午後１時、会議を再開いたします。 

 

休憩 午前１１時５８分 

 

再開 午後 １時００分 

 

○議長（平山 英君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） それでは、午前中に引き

続いて質問を続けてまいります。 

  福祉部長のほうから市民の健康への努力が、条

件つきではありますが、評価されました。そこで、

皆さんお待ちかねの収納率です。 

  昨年の収納率は81.4％、県内30の市や町の中で

最下位です。９月でも厳しいことは報告されてい

ました。総合計画が23年度の86.6％に達する目標

まであと１年ちょっとの期間です。収納率の現状
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は、17年84.06％から20年度83.44％と下がり、21

年度は今お話ししたとおりです。昨年も県で最下

位です。これをどう解決していくか。 

  平成22年度の国保の予算説明書には、収納率の

向上を最大の目標として決意を述べています。22

年度の目標はどこまで引き上げるのでしょうか。

方策もあわせて答えてください。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 国民健康保険税の収納

率の問題についてお答えしたいと思います。 

  本年１月末現在の納付の状況でございますけれ

ども、現年度につきましては63.43％ということ

で、昨年同期と比べますと0.75ポイントプラスに

転じております。ただ、滞納繰越分が12.98％と

いうことで、マイナスポイントになっております

ので、合計しますと44.50％ということで、全体

的には、マイナス1.13ポイント落ちているという

ようなところです。 

  本年、21年度、まだ当期しておりませんけれど

も、21年につきましては、平成20年の決算が

81.44％ということで議員のほうからありました

ように、21年もかなり厳しい状態にありますけれ

ども、何とか努力して、この20年と同じように、

21年につきましても81.44％を見込んで、現在、

収納率の向上のために努力しているというような

ところでございます。 

  それから、22年の目標ということで言いますと、

さらに、経済状況等々が厳しくなるだろうという

ことは覚悟しておりますけれども、81.46ポイン

トぐらいまでには伸ばしたいというようなことで

ございます。 

  具体的にどうするのかということでございます

が、過日、会派代表のときにもお話しいたしまし

たように、22年度につきましては、収税体制を一

新して、現年度を中心にやっていきたいと、４班

体制の中で地区担当という形で、差し押さえであ

るとか、大口であるとかというようなことではな

くて、個人が責任を持って差し押さえから収納ま

で全部責任を持ってやるというような班体制を組

んでやりたいというふうに思っておりますので、

その結果、少しずつ上がっていくように努力をし

たいと思いますが、当日も申し上げましたように、

何かをやったからすぐポイントが上がるというよ

うなことではありません。 

  特に、私どものほうとしては、率云々ではなく

て、先ほど保健福祉部長のほうからも話がありま

したように、払った方と払わない方がいるという

ような不公平感といいますか、そういったものが

なくなるように努力をしていきたいというふうに

考えております。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 班体制ということと、班

体制で担当を決め、公平性を目指してということ、

ことしも厳しい状況が続くというようなお話でご

ざいました。 

  そこで、もう一つ、埼玉県の例です。恐らくご

存じだと思います。那須塩原市の姉妹都市、野火

止用水のある新座市の国保財政です。人口は足利

と同じ15万5,000です。新座市は2010年度から１

世帯当たり6,351円引き下げ、こういう議案を23

日の市議会に提出します。 

  新座市では国保引き下げの署名運動が行われ、

陳情が出されました。議会では否決されました。

しかし、市民の要望にこたえて引き下げるという

措置をとりました。引き下げの理由は、09年度の

繰越金が７億円を超える、国保加入の負担軽減を

図る、09年度から県後期高齢者も医療保険も下が

り、国保の負担も軽減されるなどを挙げています。

財源は繰越金を充当する予定です。08年度の国保
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会計は８億8,000万円の黒字でした。 

  那須塩原市の20年度の決算では、国民健康保険

税特別会計では黒字で７億7,342万の繰り越しが

行われています。ほとんどこの新座市、那須塩原

市と、人口の規模はちょっと違っていても、財政

的にはほとんど同じです。 

  今までの答弁では、単年度はできても、とても

国保税は引き下げられない、継続できない、これ

は市役所職員から私にあてられた数多くの意見で

す。インフルエンザ流行で吹き飛んでしまう額で

すというのもありました。毎年はとても無理、そ

ういう多くの電話がありました。しかし、こうい

う新座市などの例が出てくれば、今までの答弁で

は説得力がありません。あとは市長の決断だけだ

と思います。国保税の引き下げの答弁を求めます。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 今、新座市の例を

出されましたが、新座市の詳細のをですね、たと

えば国保の財政調整基金がどれくらいあるかとい

うのは承知しておりませんので、何ともそちらに

つきましては申し上げられませんけれども、以前

から国保の財政調整基金がどの程度が適正かとい

う、国のほうから言われていますのは、医療給付

費の３カ月、二、三カ月分程度というのを持って

いたほうがいいというのがあります。 

  それらを含めまして、当時は後期高齢者医療制

度が始まったばかりか、始まる前のころだったと

思うんですが、そのころでいきますと、ちょっと

医療給付費は違っておりますけれども、現在は平

成20年度末の財調基金が14億でございます。当初

予算では７億6,000万から繰り入れをする予定に

なっていましたが、20年度の決算の結果、９月補

正で戻したりして、結果的には大分戻っています

けれども、そんなような状況でして、今現在です

と、１カ月の給付費が大体５億5,000万前後、５

億から６億の間くらいの給付費になっていると思

いますので、２カ月から３カ月といいますと、12

億から14億近くの基金を持っているのが適正だと

いうことになるかと思います。 

  今年度の決算が終わってみないと何とも言えま

せんけれども、一昨日ですか、もうちょっとあっ

たかと思うんですが、今年度、季節性のインフル

エンザがほとんど感染しなかったという状況で、

その辺の医療給付費にどの程度あらわれてくるか

というのも、推移を見ないとわからないものです

から、今年度の決算を待ってみないと、21年度決

算の黒字額がどの程度になるか、どうなるかとい

うのもちょっとわかりませんけれども、その辺の

推移を見ながらまた検証していきたいと思ってお

ります。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 今、答弁がありました。

これからの推移を見ないと何ともというお話だっ

たと思います。 

  今、市民は経済不況の中で大変な思いをしてお

ります。そして高い国民健康保険税、そういう中

で那須塩原市の保険給付、栃木県で一番安く上が

っているという言い方ができると思います。 

  昨年の決算です。一般会計、特別会計合わせて

23億1,193万円の黒字決算ということになりまし

た。この１割に満たない額で１世帯１万円の国保

の引き下げができます。国保税が高く、市民が払

い切れず、収納率が低いために国から減額される

調整交付金のペナルティ、収納率を上げて、悪循

環を断ち切るためにも、国保税の１世帯１万円の

引き下げを行うべきです。 

  市民の命と健康を奪う国保証の取り上げは直ち

にやめ、保険料の１世帯１万円の引き下げを強く
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求め、この項での質問を終わります。 

  続いて、３番目に入りたいと思います。 

  少人数学級と臨時教職員の待遇についてです。 

  市は少人数学級を目指し、独自に臨時教員を採

用し、学習支援や生活支援等を行ってきたが、現

状と今後の方向性について聞きたいと思います。 

  ①合併時は30人学級を目指すとされていたが、

最近は聞かれなくなりました。市の考えを伺いた

いと思います。 

  ②県と市の採用では、わずかな勤務時間によっ

て待遇が変わります。市の臨時職員も県と同様、

社会保険に加入するよう考えがあるか伺います。 

  ③です。新学習指導要領によって授業がふえ、

授業の準備ができず苦慮している、今後の職員の

負担増についての対応を伺うものです。 

  以上、３点について伺います。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（松本睦男君） 少人数学級と臨時職員

の待遇について３点ご質問ありますので、お答え

いたします。 

  ①ですが、30人学級に対する市の考え方につい

てお答えいたします。 

  小学校において30人を超えるクラスがある場合、

その学級数に応じて県の加配教員を考慮し、８時

間勤務の市採用教員を配置しております。この場

合、市採用教師は担任を持てないので、学級編制

はそのままになりますが、そこでよりきめ細かい

支援をするために、ティームティーチングや少人

数指導を実施しております。教科は、より効果の

ある算数、体育、理科を中心として指導方法を工

夫し、一人一人に応じたより丁寧な指導を行って

おります。 

  ②でありますが、市の臨時職員も県と同様、社

会保険に加入する考えはあるかとのご質問にお答

えいたします。 

  健康保険の被保険者は、２カ月を超えて雇用さ

れるもので、勤務日数及び勤務時間は正職員のお

おむね４分の３以上のものとされております。本

市におきましては、この条件に該当する勤務日数

は月16日以上で、勤務時間が週30時間以上の臨時

職員、非常勤職員を健康保険に加入させておりま

す。 

  ③新学習指導要領による今後の職員の負担増に

ついての対応についてお答えいたします。 

  新学習指導要領が完全実施になると授業時数が

現行よりふえますが、教員定数が変わらないため、

定数増について現在県や国に要望しているところ

であります。 

  また、児童生徒一人一人によりきめ細かな指導

ができるよう、市採用の教員を各学校に配置して

いますが、教員の負担軽減にもつながりますので、

今後も継続していきたいと思います。 

  なお、学校に対しては、組織の活性化を図り、

協力体制をさらに推進することで、児童生徒に向

き合う時間をできるだけ確保するようお願いをし

ております。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 30人学級です。きのうの

卒業式の感動をこの質問につなげたいという思い

です。 

  私の参加した中学校のクラスは29人と30人の４

クラスでした。市の職員が参加したほかの中学校

のクラスもほとんどが35人以下、そういうことに

なっているということです。 

  それで、今答えがありましたが、今後も継続し

ていくというお話でした。市のほうは、さらなる

少人数学級というのを目指すのか、それと中学生

の場合は35人ということで、一応達成されたとし
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て区切るのか、中１ギャップや不登校、いじめ、

非行対策、最近では那須塩原市と矢板市で中学生

が逮捕されるというようなことも起こっています。

そうした中で少人数学級を超える対策はないと私

は考えております。市の考えを聞かせてください。 

○議長（平山 英君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） ただいまの少人数学級で

ございますが、市の市長の公約におきまして30人

学級ということで進めてまいりまして、これは現

在も継続して行っております。ただ、現在は議員

も認識のとおりに大体定着してきておりまして、

35人以下の学級でというところが結構多くなって

きております。 

  ただ、今後少人数指導ということで、市の単独

支援教師は学級を持てませんので、学級数に対し

て教員というのは定数が決まっております。その

ために、今後とも市の事業形態の中では少人数ま

たはティームティーチングという形の形態をとっ

て、今後も継続していきたいと、こんなふうに思

います。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 市採用の教師は、ティー

ムティーチングというような方向で進めていきた

い、少人数学級が定着してきているというお話が

あったと思います。今回の質問は、そうした中で、

市採用の教員、資格があるにもかかわらず、県の

採用と市の採用というところ、勤務形態６時間と

５時間45分と、たった15分間の勤務の差によって、

雇用の格差を是正しよう、社会保険に入れて安心

して働いて、しっかりとした内容を残してもらお

うということでの待遇改善を求めたものです。 

  この問題で、大田原市と矢板市と歩いてきまし

たが、大田原の場合は、臨時採用の教師は学校生

活支援に重きを置いているため、なかなか比較が

できません。難しいということになりました。矢

板も30人学級のための教師というのは２人しかお

らず、非常に比較が難しいという状況でした。 

  ３番に入っていきます。新学習指導要領による

授業量の増加による負担増の問題です。こうした

問題、県の職員をふやすことによっての対応をし

ていきたいと、市のほうも今までの継続をやって

いきたいというお話だったと思います。 

  そうした中で文部省の統計です。こうした中で

教職員のうつの問題とか、負担による精神疾患、

こういった調査がありました。この調査で過去最

多を更新したという報道もされています。1979年

度の約８倍、県内では81人、こうした状態の教員

が市にはどのくらいいるのか、また、この対策は

どうなっているのか、聞かせていただきたいと思

います。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（井上敏和君） 現在、うつ等の傷病休者

についての資料を今調べますので、ちょっとお待

ちください。 

  それ以外で教職員の健康管理という面と、それ

から事務量の負担軽減という面で、こういうさま

ざまな教職員を取り巻く問題の解決につきまして

は、校長会等、それから先ほどの学級支援教師、

それから図書館及び生活支援教師、英語教師、さ

まざまな分野の要求を充当できるような形態の職

員を補充することと同時に、校長、教頭という管

理職、そして養護を中心としたカウンセリングの

体制、こういう形で健康管理に十分気を使ってい

るところではございますが、所々の事情により最

近精神的な疾患の教員もふえていることは事実で

ございます。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 教員の補充という形で対
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応していきたいというお話でした。そういう中で、

学習の方法も探究していかなければいけないので

はないかと、そういう提案です。 

  授業量が少なくても学力世界一を持しているフ

ィンランドの教育、これは教師の負担軽減に役立

つのではないかという提案です。私が今さら言う

ほどでもないですが、フィンランドは９回続けて

世界で学力調査でトップを維持しています。学校

規模は100人、クラスは25人、実態は教員１人に

15.8人、中等で10.6人。こうした小規模学校で少

人数学級と。中身は共同学習、共に学び合う学習

が特徴です。学力世界一はすべての教育段階での

無償化などと教育システム全体の充実ぶりにもよ

りますが、小さな学校が決定的要因です。 

  学習方法の探究と少人数学級編制のための人的

支援と待遇改善を要求するものです。この項の質

問をこれで閉じます。 

  ４番目の小中学校適正配置基本計画についてで

す。 

  素案の説明が１月19日から12カ所で行われまし

た。参加した多くの市民は、性急な市の進め方に

憤りとあきらめが交錯する事態となりました。市

の考えを求めるものです。素案の説明によれば、

３月末までに基本計画をつくるとされていますが、

市民の多くはいきなり言われてもと戸惑っている、

市民の意識のギャップをどう埋めていくのか。 

  ②教育は、地域の協力なしには成り立ちません。

地域住民の意見を聞き、合意が得られるまで話し

合うべきと思うが、市の考えを問うものです。 

  以上、２点にお伺いをします。 

○議長（平山 英君） 教育部長。 

○教育部長（松本睦男君） 小中学校適正配置基本

計画説明会についてということで、２点ご質問が

ありますのでお答えいたします。 

  ①３月末までに基本計画をつくることに対し、

市民の戸惑いをどう見ていくかとのご質問でござ

いますが、３月８日、敬清会相馬義一議員の会派

代表質問にお答えしたとおりでございます。 

  ②の地域の意見を聞き、合意を得られるまで話

し合うべきとのご質問でありますが、３月８日、

塩原21、関谷暢之議員の会派代表質問にお答えし

たとおりでございます。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 何人かの方が既に質問を

していますので、できるだけ重ならないように行

っていきます。 

  私も８カ所の説明会に参加しました。市民の貴

重な意見を聞かせてもらいました。多くの市民は

どの会場でも説明会を余り知っていない、関心が

あっても急に来られない、学区審議会の存在と結

果も知らない中で何を言うべきか、手探りの状態

です。署名運動を重ね意思をあらわしたところと、

そうでないところの対応が余りにも大きく、参加

人数はあっても本音が出たところとそうでないと

ころ、うちに不満がこもる形となっているところ

があります。対策が必要です。改めて地域住民の

声を受けとめる場を設ける必要があると思います

が、市の考えを改めて伺います。 

○議長（平山 英君） 教育部長。 

○教育部長（松本睦男君） 説明会が不十分だとい

うことでのご質問でありますが、今までのご質問

でお答えしているとおり、今後のスケジュールに

つきまして、進め方につきまして多くのご意見を

いただいております。十分時間をかけて検討して

詰めていきたいというふうに考えております。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 今までの意見に十分に耳

を傾けて対応していきたいというお話でした。 
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  先に進みます。まず、小中学校適正配置基本計

画の説明会の周知不足と準備不足と言わざるを得

ないと思います。市教委は小中一貫校の説明で、

中１ギャップと10歳の壁、小４ギャップの対策と

して鍋掛、寺子の説明会ではまだ策定中として資

料はないし、４回目の説明会で資料が追加され、

会場からは長い話を聞きに来たのではないという

抗議の声も出ました。市民は小中一貫校の資料の

ない中で、十分な理解ができないまま一方的に説

明を聞かされたことになります。 

  学校の存廃は地域にとっても、市にとっても非

常に重大な問題です。時間がかかってもしっかり

説明し、理解を得るまで素案の表現どおり話し合

う態度が求められています。 

  先に進みます。説明会の意見とパブリックコメ

ントの分析、公表が遅れることから成案策定を先

送りしたが、基本計画全体がずれ込むと理解して

よいのか、見通しを聞かせてほしいと思います。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  教育部長。 

○教育部長（松本睦男君） 計画がずれ込むのかと

いうご質問でございますが、先ほど来申し上げて

おります。たくさんのご意見、要望等を聞いてお

ります。十分にそれらを検討いたしまして進めて

まいります。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 計画がずれ込むという話

については聞かせてもらえませんでしたが、２に

入っていきます。 

  地域住民の意見を聞く住民合意が得られるかの

大きな問題です。素案に十分な時間をかけ、設け、

地域住民の意思を十分に反映しなどとありますが、

計画素案を見る限り、22年度から28年度の７年間

で実施するには十分な準備期間もなく、すぐやる

範囲の中でしかありません。適正配置、適正規模

についても、通学距離の無視や旧市町村の行政区

にとらわれた配置もあり、説明表現の上でもかな

りの矛盾が生じています。 

  住民は、市教育委員会の示した国の適正規模、

適正配置という言葉、聞き慣れない規則に理不尽

さを感じながらも、言葉で言いあらわせない憤り、

今まで通用してきた基準が今通用しなくなるとい

う理不尽さ、教育への協力が市によって裏切られ

たという無念の思いを怒りとあきらめが交錯する

形であらわしています。 

  そこで伺います。適正規模とはだれにとっての

適正規模でしょうか。子どもの教育にとってよい

規模は１学校100人程度というのが世界の常識で

す。地域の中で子どもたちが育ち、学校で一人一

人の子どもに目が向いて、教員と子どもの人間的

に温かい関係が紡がれます。 

  今日の日本の学校の規模は大き過ぎると言えま

す。日本の各地の学校を回っている教育の研究者

たちは、僻地の小規模学校の中にこそ日本の教育

の宝がある、こう指摘しています。途中から大規

模がよくて小規模が悪いという考えは一切ありま

せんという説明も加わりました。小規模学校の中

にある日本の宝を否定することができないことか

らくるものだと思います。教育長の見解を求めま

す。 

○議長（平山 英君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 適正配置、適正規模につ

きまして、適正というふうなことは、先ほどの鈴

木議員のところでも、それから過日の相馬議員の

ところでも、よりよい教育環境、児童生徒にとっ

てのよりよい教育環境をつくるというところに持

っていっております。 

  それと同時に、この適正に関して説明会の中で

さまざまな方法という条件を提示しましたが、そ
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の中で、ご意見の中で、今議員が質問されました

ように、小規模学校のよさ、それからメリットと

いうふうなのが述べられていないという意見があ

りまして、その件に関して私どものほうで、小規

模学校の今までの歴史的経過とそれから現実をと

らえ、これはやはり大規模と小規模の区別をする

ものではないということを私のほうで表明したと

ころでございます。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 今、小さな学校も大きな

学校もどちらがよいということではないというこ

とが確認できました。 

  ＷＨＯの見解です。子どもの心身の健康に責任

を負う立場から、世界のもろもろの調査研究を集

約し、学校規模は100人以下が望ましい、こう指

摘しています。小規模校尊重、学校統廃合の規制

の論理の根幹です。ここまで言ってきたことは、

那須塩原市が５年前につくった子どもたちへの温

かい贈り物、那須塩原市次世代育成支援対策行動

計画にほとんど重なるものです。 

  その中では、次の時代を担う子どもたちが心身

ともに健やかに成長できる環境として、子どもは

社会全体の宝である、その誕生から健やかな成長、

社会全体で支援していくという責任があります。

さらに、子どもの権利条約を遵守し、子どもの思

いや願いに常に思いをはせとあります。市長の決

意を込めた写真も出ています。人はいい仕事をし

たと実感できるときは、自然にいい顔をするもの

です。逆に、国や県の命令で仕方なくやらなけれ

ばならないことは、自然に態度に出てきます。こ

れは岡本議員から学びました。 

  市は、次世代育成計画に子どもの権利条約の遵

守を高らかにうたっています。今回の小中学校適

正配置計画は、みずから掲げた次世代育成計画を

踏みにじる背信行為になると思いませんか。市長

の見解を求めます。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） ただいま次世代育成計画と

の絡みから学校教育の点についてということなん

だろうというふうに私は認識をいたしております。 

  次世代計画で述べてあることは、当然、子ども

の権利として、私は当たり前のことを述べてある

というふうに認識をいたしております。そういう

中で、今の学校教育がそれに反するのではないか

という話を今されていたのだろうというふうに思

いますけれども、私は決して反してはいないとい

うふうに思っております。 

  先ほど教育長から説明がありましたように、子

どものよい環境をつくっていくという考えの中で

の適正規模というものの考え方でございまして、

決してそれが子どもの先ほどの権利に対しての阻

害になるというふうな認識はいたしておりません。 

○議長（平山 英君） 10番、髙久好一君。 

○１０番（髙久好一君） 今までの流れの中で、市

の説明はまず教育委員会で方針を決定して、住民

が統廃合に合意するまで時間をかけて話し合いを

続ける。しかし、そこには存続という選択はない

と断言したものと私は受けとめました。 

  日本の教育の宝を市民から奪い、住民合意の得

られない学校統廃合計画は直ちに撤回するべきで

あることを強く求めて、私の質問を終わります。 

○議長（平山 英君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） 先ほど髙久議員の中で、

本市における傷病、いわゆる精神的疾患で休んで

いるという質問がございましたが、現在のところ、

女性１人、中学校教員が傷病休暇をとっておりま

す。それ以外は今年度はありません。 

  なお、先ほどの対策について１つ述べておりま

せんでしたが、現在、市採用の教員を市単独で採
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用しておりますけれども、当然学校には教職員の

定数というのがありまして、これは毎年、市長と

もども国と県に要望活動を行っておりまして、そ

ういう面での対策も考えているところでございま

す。 

  それから、教育に関して市長は、本市における

将来を担う人材の育成ということで、最重要の課

題として掲げておりますので、市長の公約により

この支援、市単独支援教師を採用して今後とも続

けるということをちょっと述べたりしませんでし

たので申し添えます。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 以上で、10番、髙久好一君

の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 東 泉 富士夫 君 

○議長（平山 英君） 次に、25番、東泉富士夫君。 

○２５番（東泉富士夫君） 公明クラブ、東泉富士

夫でございます。市政一般質問を行います。 

  １、自殺対策について。 

  近年、自殺者が年々ふえる傾向にあります。年

間の自殺者は全国で３万人を超え、県内では昨年

過去最悪の630人となっています。本市の現状は

どのようになっているのか、また、今後の自殺対

策について伺います。 

○議長（平山 英君） 25番、東泉富士夫君の質問

に対し答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） 25番、東泉富士夫議員の市

政一般質問にお答えをいたします。 

  自殺対策についてお答えをいたします。 

  まず、自殺者の現状についてでありますが、本

市における自殺者は人口動態調査によりますと、

平成19年が34人となっております。平成17年から

少しずつ増加する傾向となっています。 

  次に、今後の自殺対策についてでありますが、

今までも行ってきました「栃木いのちの電話相

談」や各種相談窓口のＰＲに加え、平成22年度当

初予算につきましては、自殺者が少しでも少なく

なるように、講演会などを通しての自殺予防に関

する市民への普及、啓発活動などを実施すること

や、カウンセラーを活用した心の健康に関する相

談支援事業の経費を計上したところであります。 

  今後とも、県北健康福祉センターや関係機関と

も連携を図りながら、自殺者の減少に向けた取り

組みを進めてきたいと考えております。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（平山 英君） 25番、東泉富士夫君。 

○２５番（東泉富士夫君） 今、ご答弁をいただい

たところでございますが、まず今の、先ほど19年

度の自殺者が34名ということをお伺いをいたしま

したが、ちなみに、過去５年間の自殺者の人数を

お伺いをしたいと思います。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 過去５年間の自殺

者の数字ということでございますので、平成15年

が43名、平成16年が29名、平成17年が30名、平成

18年が33名で、19年が34名という状況でございま

す。 

○議長（平山 英君） 25番、東泉富士夫君。 

○２５番（東泉富士夫君） 20年度、21年度がおわ

かりであればと思います。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 今申し上げました

のは、人口動態調査というもので出しております

ので、まだ20年度のはまだ出ていないという状況

にありますので、今のところちょっと数字が出な

いという状況でございます。 
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○議長（平山 英君） 25番、東泉富士夫君。 

○２５番（東泉富士夫君） わかりました。ただい

まのご答弁によりますと、本市において毎年約30

名前後の人がみずから尊い命を絶っていることは

深刻な社会問題であり、ゆゆしいことであると考

えております。どのような認識をお持ちか、この

点についてお伺いをしたいと思います。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） どのような認識と

言われましても、ちょっとなかなか難しいところ

なんですが、まず警察、県警のほうで出しており

ます自殺の原因、動機といいますか、動機別とい

うものがありますので、そちらのほうをちょっと

お知らせしたいと思いますけれども、これ、いわ

ゆる動機、原因というのがダブっている形にはな

りますが、一番多い原因といいますか、動機が、

これは平成20年の警察の統計ですので、人口動態

調査とは違っております。警察のほうは、管内で

自殺した人ですから、そこに住所登録があるかど

うかとは関係ないものですから、若干そこは違い

ますので、そこはご理解いただきたいと思うんで

すが、平成20年でいきますと、健康問題というの

が一番多くなっております。その次に多いのが生

活経済問題、それから家庭問題、それから金問題

と、その辺が、健康問題というのが約半数近くに

なっているという状況でございます。 

  そのような中で、今月は自殺防止強化月間とい

うことでやっておりまして、３月が一番、自殺を

する方が多いということでございますが、テレビ

等でもいろいろやられているかと思うんですが、

いろいろな今言ったように、健康問題も含め、あ

るいは経済といいますか、経済状況等も含めまし

て、言葉が妥当かどうかわかりませんけれども、

いろいろと考え抜いた末に、追い詰められたとい

う形で、そういった手段をとっている方が多いと

いうのは、非常に痛ましいことだというふうには

思っております。 

  そんな関係で、今、市長のほうから言いました

ように、何らかの形で、栃木県の場合はいのちの

電話というのもありまして、そういったうつ、最

初にうつがあるという原因があるらしいんですが、

うつが来るということで、不眠があってうつがあ

るという状況らしいんですが、「栃木いのちの電

話」というのもずっと設けておりますけれども、

そちらのほうにも平成20年度ですと１万6,443件、

電話相談というのがあるという実態でございまし

て、これは平成17年から見ますと、ほぼ１万七、

八千件の電話相談があるという状況でございます

ので、そういったものも何らかの形でお役に立っ

ているんだとは思っております。 

  ただ、それだけではやっぱり足りないとうこと

もあるかと思いますので、22年度の当初予算のほ

うに、市のほうといたしましてもカウンセラーを

お願いいたしまして、月に２回程度ですね、１日

４時間、月に２回程度カウンセラーをお願いしま

して、相談に乗れるような体制をとっていきたい

ということで計上させていただいているところで

ございます。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 25番、東泉富士夫君。 

○２５番（東泉富士夫君） ありがとうございまし

た。 

  なかなかいろいろな動機があるんだと思います

が、今回、県の予算が前年度比、当初予算の６倍

に当たる予算が組まれたという、これは大変なこ

とだなと思います。 

  また、命より大切なものはないわけでございま

して、これは本当に、例えば自分の家族、身内が

もしもということになると、これは本当に大変な
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ことだと思います。この思いに立って、いろいろ

とまた再質問させていただきますけれども、ご答

弁をいただければ幸いと思います。 

  本市として、少なくとも今お話がありましたが、

過去５年間、いろいろとそれなりに自殺対策につ

いて、いろいろな対策を講じてきたと思います。

具体的には、今もお話がありましたけれども、ど

のような対策をされてきたのか、またその結果は

どうであったか、わかる範囲で結構ですけれども、

まずお伺いをしたいと思います。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 市で自殺対策をど

のようにとってきたかということでございますが、

市独自で具体策をどうこうということは、特断の

ものは別にありませんが、先ほど言いました「栃

木いのちの電話」ですとか、そういった相談関係

機関、そういったところの紹介をしているとか、

そういったもののＰＲをしてきたところでござい

ます。 

○議長（平山 英君） 25番、東泉富士夫君。 

○２５番（東泉富士夫君） 今のご答弁によります

と、現在までは、市の独自ではとっていなかった

ということでございますが、私、やはり年間約30

名前後の方が尊い命を落としている、これはやっ

ぱり大変なことだと思います。そういったあれで

は、やはり今後、市独自で万全の体制でこの対策

を講じていくべきだと、このように考えますけれ

ども、この点はいかがでしょうか。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 先ほどもお答えい

たしましたが、平成22年度の当初予算のほうに、

講演会の開催、それから啓発資料等の印刷関係、

それからカウンセラーを置いて相談業務といった

ものを22年度、市単独でやるというようなことの

事業で計上させていただいております。そのほか

に、健保健康福祉センターが主催になります自殺

対策ネットワーク会議というのが昨年ですか、設

けられましたので、そちらのほうとも情報交換等

をしながら対応をしてまいりたいと思っておりま

す。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 25番、東泉富士夫君。 

○２５番（東泉富士夫君） よくわかりました。ぜ

ひとも万全の体制でお願いをしたいと思います。 

  また、ぜひともですね、毎年、毎年、30名前後

の方々が尊い命を失っているということは、大変

なことだと思います。そういったあれでは、ぜひ

とも毎年対策の結果についてもやっぱり総括をさ

れていくと、こういったことも大事ではないかと、

このように思いますので、よろしくお願いをした

いと思います。 

  それからまた、この自殺予防は行政の取り組み

だけでは解決できるものではないと、このように

私思っております。 

  しかし、行政が可能な限りリーダーシップをと

って、例えばＮＰＯ法人の深夜、今、先ほどお話

がありました命の電話とか地域社会など、多くの

機関の協力をいただきながら取り組んでいくなら

ば、必ずや最小限に食いとめていけるものと考え

ますが、再度この点についてお伺いをしたいと思

います。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） この問題は、こう

いった例えばいろいろな事業をやったからすぐど

の程度効果があらわれたかというのは、非常に難

しいと思っております。したがいまして、いろい

ろ悩んでいる方が電話でも、あるいは直接ご相談

でもしていただいて、何がしかでも気が楽になっ

ていただくとか、そういったことが重要なんだと

思っておりますので、効果がそれでどの程度出た
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のかというのは、非常に判定は難しいと思ってお

りますので、その点につきましてはご理解をいた

だきたいと思います。 

  それから、まず最初の症状といいますか、よく

言われているのが、この間、テレビだったかでも

やっていましたが、お父さん、眠れていますかと

いうものがありますが、まず眠れなくなるらしい

んですね。したがって、家族の方、身近にいる家

族の方なんかがそういったものにも気づいていた

だく、あるいは会社の中でも気づいていただくと、

あるいは地域の中でも気づいていただくと、そう

いったものがひいては何らかの形で防止に役立つ

のではないかなと思っております。 

  以上でございます。 

○議長（平山 英君） 25番、東泉富士夫君。 

○２５番（東泉富士夫君） いろいろありがとうご

ざいます。 

  いずれにしても、やはりなかなか、ボランティ

ア、いろいろな方が頑張ってはいただいておりま

すが、今までのいろいろな事業等を見ても、成功

している裏には継続的な行政の協力、支援があっ

たと思いますので、今後ともその辺の点について

はよろしくお願いをしたいと思います。 

  それから、このＮＰＯ法人、自殺対策支援セン

ターライフリンクのこの調査によると、亡くなる

前に相談機関を訪ねていた人は７割以上に及ぶと

言われております。この相談された機関と密に連

携が可能になれば、これまた最小限に自殺を防ぐ

ことができると思いますが、この点、先ほども、

今、部長のほうからお話もありましたが、この点

も再度よろしくちょっとお伺いをしたいと思いま

す。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 繰り返しになりま

すが、先ほど言いましたように電話なりでも、直

接カウンセラーの相談なりでも、いわゆる自分の

悩んでいる思いを相談するといいますか、話をす

るというだけでも幾分気が楽になる、あるいは思

いとどまるということもあると思いますので、そ

の結果が７割影響を受けたといいますか、いいほ

うに向いたということだと思いますので、その点

も踏まえまして、市のほうといたしましてもカウ

ンセラーのカウンセリング事業を実施していくと

いうことでございます。 

○議長（平山 英君） 25番、東泉富士夫君。 

○２５番（東泉富士夫君） わかりました、よろし

くお願いをしたいと思います。 

  いずれにしましても、亡くなる前に７割以上の

方が何らかの相談機関を訪ねている、ここに対策

の大きなポイントがあるのではないかな、このよ

うにも思います。 

  どうかここに最大の努力を払っていただきまし

て、少しでもこの自殺者が少なくなることを願っ

ているところであります。 

  それから、県は自殺者の急増に対し、自殺対策

費として前年費６倍となる7,450万を計上してい

るということでありますが、本市としても、可能

な限りの予算の中で最大の効果が上がる対策を期

待するものでありますが、再度、今年度のその辺

の具体的な何かまたお考えが、先ほどもあったか

と思いますが、よろしくその辺も再度お願いをし

たいと思います。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） これも先ほどお答

えいたしましたが、22年度予算の中で当初予算の

ほうに計上させていただいておりますが、まず自

殺の啓発する自殺予防の対策の講演会の関係、そ

れから啓発用の消耗品関係、そういったものをま

ず印刷をしたり、それから相談業務を行うために

月２回、４月からというのはちょっと調整の関係
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で難しいんですが、なるべく早く実施したいと思

っておりますけれども、月２回相談業務をできる

ような体制を整えるために、当初予算のほうに計

上しているというところでございます。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 25番、東泉富士夫君。 

○２５番（東泉富士夫君） よくわかりました。ど

うもありがとうございます。 

  いずれにしましても、一人でも多くの命が救え

ることを望むものであります。特に、もう１点、

悩み事で相談に来られる人は、私的な相談も多く、

不安を抱えている人でありますので、それにはや

はり役所関係の相談機関に行けば必ず解決できる

というような、安心感のある雰囲気づくりが私は

何よりも大事かなと１つ思っております。できる

だけ敷居を低く感じていただけるような窓口であ

ってほしいと、このように思います。 

  ましてや、そういううつ的ないろいろな不安を

抱えている方というのは、普通でも大変だと思う

んですが、やはりそういう状況になるとなかなか、

いろいろどこへ行って相談していいかわからない

と、なかなか、身近な方がいても相談しにくいん

だと思うんですね。そういった意味でも頼りにな

るのはやはり行政だと、本当に窓口に行けば何か

解決できるというような、安心できると、そうい

う方向でぜひお願いしたいと思いますが、この点

についてはいかがでしょうか。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 市役所に来れば何

らかの形でというのも、もちろんご相談に来られ

る方はあるかと思います。ただ、なかなか市の職

員だけでは難しいところがありますので、先ほど

から言いますように、カウンセリングのほうは専

門家のカウンセラーの方にお願いをして、そうい

った方々と多く面談をしている方がおりますので、

そういった方にお願いをして、ざっくばらんに聞

いていただける、あるいは打ち明けられる、話せ

ると、そういような形でやっていきたいと考えて

おります。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） ここで10分間休憩いたしま

す。 

 

休憩 午後 １時５８分 

 

再開 午後 ２時０８分 

 

○議長（平山 英君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  25番、東泉富士夫君。 

○２５番（東泉富士夫君） 自殺対策についてはい

ろいろとお伺いをしましたが、私は現在、身近な

地域社会の深刻な問題として感じております。み

ずから尊い命を絶つということは、本人の無念さ

とともに、家族、身内の悲しみははかり知れない

ものと察します。行政の力強いリーダーシップを

期待し、次の項目に移ります。 

  ２、市道Ｎ525号線の整備について。 

  この市道整備については、合併前の平成15年３

月12日、当時の行政区長から地域住民の要望とし

て、隣接地権者の同意を添え提出されています。

当時、担当課の回答は、この市道整備事業は地域

におけるバランスを考慮しながら、その必要性を

判断して国県補助を導入しながら、できるだけ早

期に整備できるよう努めてまいりますとの回答が

ありました。 

  合併後、５年以上が経過しておりますが、今日

までの経過を含め、今後市道Ｎ525号線道路整備

についてどのように考えているか、伺います。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 



－289－ 

  建設部長。 

○建設部長（田代哲夫君） 市道南赤田・東赤田

525号線の整備についてお答えします。 

  市道南赤田・東赤田525号線の整備につきまし

ては、当時、東赤田行政区から農道整備事業の要

望書が提出されております。市といたしましては、

事業規模から見て市単独事業としての実施は難し

いと判断したことから、農道整備に係る国、県補

助事業の採択に向け、平成17年度及び18年度の２

カ年にわたり県に要望を行ってまいりましたが、

いずれも国、県の補助事業の採択に至らなかった

経緯がございます。 

  今後も引き続き、国、県補助事業として農道整

備を実施できるよう県に要望していきたいと考え

ております。 

  また、市道の整備は、道路整備基本計画に基づ

き事業を実施しているところであり、当該路線の

市道としての整備につきましては、沿線の土地利

用状況や交通量などを考慮しますと、当分の間は

整備が難しいものと思っております。 

○議長（平山 英君） 25番、東泉富士夫君。 

○２５番（東泉富士夫君） 先ほども読み上げまし

たが、この市道Ｎ525号線の整備については、当

時担当課の回答は、この市道整備事業は地域にお

けるバランスを考慮しながら、その必要性を判断

して国県補助を導入しながらできるだけ早期に整

備できるよう努めてまいりますとの回答であった

わけでございます。 

  この件については、当時担当課の回答により、

実質７年以上が経過しておりますが、この間、地

域住民にどのような説明をなされてきたのか、お

伺いをしたいと思います。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） 要望が出されてか

ら今までにどのような地元に対して説明をしてき

たかということでございますが、当時、西那須野

支所管内での農道の整備につきましては、今議員

がおっしゃるような東赤田の農道を含めて６本ほ

どの要望が出されております。こういった中で既

に３本の農道は工事が終了しておりまして、現在、

ご存じかと思いますけれども、北赤田の農道を県

単の補助を受けながら整備をしているという状況

でございます。 

  今回出されております東赤田のこの農道につき

ましても、先ほど答弁いたしておりますように、

今後の補助事業の中で採択をしていただけるよう、

３月３日に県の方に会う機会がございましたので、

国へつないでいただけるように、再度要望を行っ

てきたところでございます。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 25番、東泉富士夫君。 

○２５番（東泉富士夫君） 了解をいたしました。

とにかく地域住民の強い要望がございますので、

一日も早く実現できるようにお願いをしたいと思

います。 

  いずれにしましても、この車社会にとって市道

Ｎ525号線は、周辺住民にとって砂利道で狭く、

日常生活に大変不便を来しているのが現状であり

ます。また地域周辺の発展を考えると、一日も早

く市道の整備が実現することを地域住民は願って

いるところであります。どうか一日も早い実現を

お願いをしたいと思います。 

  最後に、この３月に退職されます職員の皆さん

にお礼を申し上げ、私の一般質問を終わります。 

  ありがとうございました。 

○議長（平山 英君） 以上で、25番、東泉富士夫

君の市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 
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◇ 玉 野   宏 君 

○議長（平山 英君） 次に、28番、玉野宏君。 

○２８番（玉野 宏君） 昨年、民主党、社民党、

国民新党の３党連立の鳩山由紀夫内閣が成立しま

した。この政権交代は日本の政党政治にどのよう

な歴史的意義を持つのか、さまざま反省等も含め

た報道がされております。１つの回答は、族議員

と利益誘導、派閥と後援会などによって特徴づけ

られる自民党政治が終わったというものです。 

  民主党への政策を代表するに「コンクリートか

ら人へ」が使われております。コンクリートの政

策が地方共同体を人のつながりを、自然を、生活

基盤を壊し続けてきました。コンクリートから人

へが質問通告書１、今後の本市農業の取り組みに

ついて、２、農・観・商・工の連携について、３、

セーフコミュニティの取り組みについて、つなが

りがございますので、質問を前に、なぜこの言葉

が使われるのか、政策の転換を図ろうとしている

のか、コンクリートが今日どのような問題を起こ

しているのかについて、３月４日の「公共事業は

どこへいくのか」、毎日新聞の報道と内橋克人が

示した「コンクリートと地方債の残高の急進の背

景」と「コンクリートの未来を憂えた1984年８月

26年前の言葉」３点を紹介したいと思います。 

  書かれていたのは現場監督だった部下への感謝

の言葉だった。長いことつき合ってくれてありが

とう。08年９月栃木県那須塩原市の建設会社の机

から、社長、当時61歳の遺書が見つかった。遺体

は自宅近くの倉庫で発見され、妻と子どもあての、

別の遺書にはネクタイを締めて正面を向いたみず

からの写真が添えられていた。資金繰りに行き詰

まって自殺したと見られる。親族の一人は、孫も

産まれて喜んでいたのにと話す。同じように資金

繰りに苦しむ県内の業者は、借金を返せるあては

ない、親しい人とは最後は保険をかけて自殺する

しかないと半分冗談で話していると打ち明けた。 

  警察署によると08年に自殺した土木建築業者は

578人で06年の1.6倍、うち453人は経済状況との

関連が指摘された。 

  北海道学園大川村准教授は、地方にとって公共

事業は麻薬のようなもので、簡単にはやめられな

い。なぜ公共事業が地方の生命線になったのか、

国の不作為が大きい。国土交通省で道路行政に携

わってきた中堅官僚が語り始めた。あるころから

お金を世の中に巡らせることが自分たちの役割に

なり、お金を公から民へ流す蛇口になってしまっ

た。道路官僚はそう説明を続けた。あるころとは

政府が公共投資基本計画をまとめた90年を指す。

巨額の貿易黒字解消に向け、アメリカから内需拡

大を求められた政府は、91年から10年間で総額

430兆円の公債公共投資を行うことを約束した。 

  これまでの予算編成は、これをここにつくらな

いといけないから幾らかかるという考えだった。

だが、これだけ世の中に金を出さないといけない

から、それに見合う仕事をつくれというふうに枠

組みの変化が起きたと指摘している。 

  基本計画は95年からの13年間で総額630兆円に

膨らんだ末、02年で廃止されたが、政府は景気対

策として公共事業を使い続けた。 

  ２点目。なぜ返せないとわかっていて借金をし

たか。バブル崩壊以降、地方債の残高が急進して

いったのは国の意思であったわけです。これほど

の地方債を発行することで何をやるのか。さらに、

これほどの地方債を発行して償還できないのでは

ないかという予想は働かなかったのか。当然そう

した危惧は働いていました。しかし、やらざるを

得なかったのです。 

  80年代に行われた日米構造協議により、日本は

アメリカに内需拡大、それを強く求められ、91年
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度から2000年度までに430兆円の公共投資を行う

ことが対外公約になってしまっていたからです。

しかし、中央は中曽根内閣以降の臨調路線で民営

化や歳出抑制による増税なき財政再建が公約とな

っていましたから、このアメリカとの約束は地方

に押しつけざるを得なかったのです。 

  88年の竹下内閣のもとでのふるさと創生政策、

90年から92年の地域づくり推進事業、93年から95

年のふるさとづくり事業等の公共事業が地方債の

発行を財源としてなされていったのです。他の裕

福な自治体に移れる人はまだいいでしょう。移れ

ない人はどうなるのでしょうか。また、こうした

自治体を嫌って中央へと出ていく人が一層ふえる

でしょう。それによってさらに税収が減るという

悪循環が予測されます。その過程で地域共同体は

徹底的に破壊されていくのです。 

  ３点目です。ちょうど100年前の1894年８月１

日に日本は朝鮮の権益を巡って清国に宣戦を布告

した。アジアで唯一の帝国主義国家となって列強

の仲間入りをした。植民地主義に始まり、第一次、

第二次世界大戦、環境破壊、ジェノサイド、核開

発、ＨＩＶの出現と続くこの100年間、人間がま

すます自分ではコントロールできない方向に向か

っていく、紛れもない人間社会の第八条領海であ

ると考えて、バベルの塔が神の怒りに触れ、そこ

で一生懸命に働いていた人々の人間関係が混乱に

陥り、壮大な建築工事が途中で挫折せざるを得な

かったように、近代の巨大な物質文明社会も、こ

のまま続けば遅かれ早かれ途中で先へ進めなくな

り、方向転換を余儀なくされるであろう。 

  この10年間に430兆円という途方もない天文学

的数字の公共投資をアメリカに約束した日本の未

来も、未完成のコンクリートの無数の巨大人工物

を残したままお手上げの状態になり、後始末を高

齢化社会のためと称する消費税の引き上げだけに

頼ろうとするのではないだろうか。陰湿ないじめ

の横行する学校教育を生み出して、今、お手上げ

の状態にある文部行政のあり方がこのことを既に

暗示している。 

  26年前のものです。 

  以下、通告に従い質問させていただきます。 

  １、今後の本市農業の取り組みについて。 

  平成22年度市政運営方針の「活力を創出するま

ちづくり」において、農作業支援制度の仕組みづ

くりを推進することが示されました。今後の本市

農業の発展を願い、以下の点についてお伺いしま

す。 

  ⑴農作業支援制度の仕組みづくりを推進するこ

とにより、耕作放棄地の解消や食料自給率の向上

を目指すとあるが、事業内容の詳細についてお伺

いします。 

  ⑵民主党への政権交代に伴い、従来の農業政策

が変わる可能性があります。本市への影響とその

対応、また、本市が実施する今後の農業政策につ

いてお伺いいたします。 

○議長（平山 英君） 28番、玉野宏君の質問に対

し、答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） それでは、１番の

今後の本市農業の取り組みについて、２点ほどご

ざいます。順次お答えいたします。 

  ⑴農作業支援制度の仕組みづくりにつきまして

は、３月８日の公明クラブ、吉成議員の会派代表

質問にお答えしたとおりでございます。 

  次に、⑵の政権交代に伴う農業政策による本市

への影響とその対応につきましては、国等からの

情報として個別所得補償制度の導入を初め、農業

生産基盤整備事業の削減など、幾つか影響が考え

られます。 

  まず、個別所得補償制度が導入されたことは、
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今まで大規模農家を担い手として進めてきた政策

から、農業の持続的な発展を図るため、小規模農

家も含めたすべての農家を対象とした政策と変わ

ったことです。さらに、生産調整への義務づけが

水田利活用自給力向上事業の採択要件や米関連補

助事業の優先採択要件、認定農業者の認定要件で

廃止されることになりました。 

  これらの本市への影響についてですが、本市は

今までも経営規模の大小や生産調整有無に関係な

く、すべての農家に対し支援をしてまいりました

ので、この政策により大きく変わることはないと

考えておりますが、市の対応につきましては、国

庫補助事業の採択要件が変わることになりますの

で、関係機関、団体等と緊密に連携を図りながら

対応してまいります。 

  農業生産基盤整備事業につきましては、事業費

削減に伴う実施年度の延長や新規事業の採択が難

しくなる懸念はありますが、農業基盤の整備はま

だまだおくれている状況にありますので、国庫補

助事業導入の必要性を訴えていくなど、国・県に

積極的に働きかけを行ってまいります。 

  また、本市が実施する今後の農業施策としまし

ては、中高年の生きがい対策を絡めた農作業支援

事業や市内で生産される特産物のブランド化、地

産地消の推進など、地域資源を活用した農観商工

連携事業を進めることで、本市農業のさらなる振

興を図っていく考えでおります。 

  以上でございます。 

○議長（平山 英君） 28番、玉野宏君。 

○２８番（玉野 宏君） 部長のほうからお話あり

ました。そのとおりだと思います。 

  民主党の施策は今までやってきた国の農政です

ね、これを国主体でやってきたということを、

個々の生産者の判断を生かすという政策に移って

いくのだと思っております。民主党の示す日本の

目標、今、部長のほうも指摘されましたが、この

背景に３つの危機があるとしております。 

  まず、この３つの危機のことですが、１つは地

球温暖化と地球規模の資源問題。日本社会から多

様性、持続可能性が失われつつある。２つ目の危

機は、食料自給率の低下と食の安全・安心の不安

が増大している。効率優先の政策が結果的に食自

給率の低下を招いただけでなく、食の安全・安心

を大きく損なってしまった。３点目の危機は、デ

フレ経済のもと、行き過ぎた市場原理主義により

社会政府ネットが破壊され、農村漁村を初めコミ

ュニティーの果たす機能も不全になりつつあると

いうことです。 

  これに対する３つの政策は、１、個別所得補償、

指摘されたとおりです。２、安全・安心な農業生

産への転換。３、独自産業化です。 

  当市は社会資本とされる水、空気、土壌、森林、

平地林を豊かに持っております。この保全に一番

密接にかかわる人たちが農業と農村のコミュニテ

ィーと、その力だと思います。当市でも起きてい

る少子高齢化、農の後継者問題、耕作放棄地、耕

作休耕地をふやさないためには、農地に携わる

人々に農村コミュニティー、社会共通資本を守る

人々であると誇りをつくり持ってもらう施策が必

要だと思います。市民ともどもこの誇りを共有す

ることが肝心ではないかと思います。 

  お尋ねします。シルバーファーマー、アグリラ

イフをどのように転換し、期待するものはないで

しょうか。自給率アップと目標がありますが、数

値目標等がありましたらお尋ねいたします。農地、

水での生物調査をどう生かしていくのかをあわせ

てお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） ３点ほどご質問ご
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ざいました。 

  シルバーファーマーの取り組みでございますが、

これは過日、会派代表質問の吉成伸一議員の中で

もお話ししましたように、このシルバーファーマ

ー制度導入に関しましてはアンケート調査を実施

したということは申し上げました。こういった中

で、５年後の農業経営に関しましては規模を維持

したい、拡大したい方が85％を占めておりました。

一方、シルバーファーマーの労働力、担い手とな

ります中高年の方々の意識調査の中でも、こうい

った制度に参加するという方が68人ということで、

196人の回答の中から68人いたというお話はしま

した。 

  こういった制度を立ち上げることによりまして、

本市の基幹産業である農業を守っていくと、耕作

放棄地を減らしていくという方向にもなるかと思

います。アンケートの中でも、もう一方の項目の

中では、今後の農業について規模を縮小したい、

農家をやめたいという方も200人ほどおりました。

こういった方の持っている農地を今後において生

かすためにも、このシルバーファーマーで農業技

術を培った方が担っていただければ耕作放棄地解

消にもつながるのではないかと、こういった考え

を持っております。 

  自給率の問題でございますが、民主党政権が掲

げております今度の新たな個別所得補償、自給率

向上事業につきましても、基本的には最終的に自

給率向上のアップの政策だと思います。そういっ

た中で現在は、国の状況は41％でございますけれ

ども、市の中での自給率の数値目標というのは現

在持っておりません。 

  次に、農地、水をどのように生かしていくかと

いうことでございますが、本市は前にもお答えし

ましたように、農地・水・環境保全向上事業とい

うものに取り組んでおりまして、そういった中で

は多くの市内の団体に取り組んでいただいており

ます。そういったことによりまして農村と環境を

守る、そういった取り組みを今までも進めてきて

いるといった状況でございます。 

  以上でございます。 

○議長（平山 英君） 28番、玉野宏君。 

○２８番（玉野 宏君） １点、農地、水での生物

調査の結果をどのようにまとめていくのかという

こと。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） 生物調査というお

尋ねでございます。 

  農地、水に関しましては、活動団体が共同活動

組織として42団体、先進営農ということで農薬で

すね、肥料を50％削減する先進的な農業をやる団

体が８団体ございまして、こういった中での農

地・水・環境保全向上対策事業が展開されており

まして、こういった中で、具体的活動の中で調査

で確認された動植物としましては、寺子地区ほか

３地区でホタル、下大貫地区でタガメ、金沢、寺

子地区でヤマメ、あと石田坂で冬期水田に白鳥が

飛来したということもございます。あと高林地区

ではミチノクヤマタバコ、ヒメアマナということ

です。 

  鍋掛地区の熊久保でヒオウギアヤメ、以前から

ある動植物としましては、金沢、箒根沿岸地区で

のゲンジボタル、石林のノギカワモズクというこ

とで、このような動植物が確認されております。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 28番、玉野宏君。 

○２８番（玉野 宏君） アンケートの85％という

数字、それと生物多様性を各地でまとめられる。

市のほうで最終的にはまとめられるのでしょうが、

すごいこれから重要な資源になると思うんですね。
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大切に育てていってもらいたいと思います。 

  アンケートにも一部見えることなのですが、今

後、物を生産するためには余り時間を使わない、

どんどん生産時間が短くなる。生産と消費の歴史

は大量につくり大量に消費する時代から、エネル

ギー、化石燃料を大量に使う時代に移ってきまし

た。それから今、大量の情報を使う時代になりま

した。次の時代は時間をどう活用するか、使うの

かという時代になっていくと予想されております。

質の高い時間をいかにつくり、使うかの時代です。 

  豊かな質の高い時間を過ごすことと、時間を無

用に無駄に使う生き方では、人格形成、地域づく

り、社会のあり方に大きな違いを生んでしまいま

す。今後この時間を農の持つ多様な価値や社会共

通資本を守り育てることにかかわりたいという要

求が高まってくると思います。それは豊かな時間

と競争、共生を通した地域づくりへの参加につな

がっていくと思います。 

  農業は新しい時代への価値をたくさん潜在させ

ていると思います。農の可能性はとても大きいも

のと思います。人の再生、地域再生に結びついて

いると思います。この点、いかがお考えになりま

すでしょうか、お尋ねします。 

○議長（平山 英君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） ただいまの質問に

お答えいたします。 

  議員ご質問のとおり、豊かで質の高い時間をい

かに活用するかということにつきましては、地域

づくりを初めあらゆる分野で重要なことだと思っ

ております。その中で農業の持つ多様な価値を守

り、生かしていくためのかかわりを求める人もふ

えていることも事実です。現に２月、この間実施

しましたアンケートにおきましても、農業にかか

わりたいという一般市民の方が58％おりました。

こういった調査結果からもうかがえるものでござ

います。 

  農産物の生産は基本的に自然との共生で成り立

っているものと思っておりますし、その生産にか

かわる人も、おのずと自然を理解しながらかかわ

っていくと思っております。自然を基本とする農

業にかかわり、農業の持つ大切さに触れる時間を

非常に大切なものと思っておりますし、今後の地

域づくりにも生かされるものと、こういった考え

でございます。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 28番、玉野宏君。 

○２８番（玉野 宏君） 次に、２の農・観・商・

工の連携について質問させていただきます。 

  産業全体の活性化には、農業、観光業、商業、

工業の連携が必要不可欠であります。平成22年度

市政運営方針の中では、農・観・商・工連携事業

への取り組みや特産品のブランド化などが示され

ています。以下の点についてお伺いします。 

  ⑴農・観・商・工連携事業に関し、市が取り組

む事業内容の詳細についてお伺いします。 

  ⑵農業や酪農業の生産・販売に対して安全基準

を設ける動きがあります。市内特産品のブランド

化や付加価値をつけた新商品の開発などにおいて

どのような影響があると考えているか、お伺いい

たします。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） ２の農・観・商・

工の連携について、２点ほどご質問いただいてお

りますので、順次お答えいたします。 

  初めに、⑴の農観商工連携事業で取り組む内容

につきましては、３月８日の会派代表質問で関谷

暢之議員、吉成伸一議員にお答えしたとおりでご

ざいます。 

  ⑵の安全基準を設ける動きがブランド化や新商
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品開発にどのような影響があるかについてお答え

いたします。 

  農観商工連携によるブランド化や新商品開発を

進める上で大切なことは、消費者が求める食の安

全・安心や食育の推進、環境に配慮した循環型社

会の構築等に寄与するものでなければならないと

思っております。その上で、農観商工連携により

地域資源や経営資源を活用し、ブランド化による

差別化や付加価値のある新商品開発などに取り組

んでいければと考えております。 

  差別化や付加価値という概念は、言いかえれば

那須塩原らしさという独自性や優位性、信頼性等

を確保した商品等に与えられるものと理解してお

り、今後検討するブランド認定基準の中でも安全

基準等は必要と考えておりますので、仮に安全基

準を設ける動きがあっても影響は少ないものと思

っております。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 28番、玉野宏君。 

○２８番（玉野 宏君） この事業の中に、100万

円という中に講演会と書いてあります。この講演

会というのはどのような内容なのか。また、いつ

ごろ開かれる予定なのかをお尋ねします。 

○議長（平山 英君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） 講演会についての

お尋ねでございます。順次お答えいたします。 

  この講演会は市政５周年記念事業の一環としま

して、農観商工連携に関します産業振興大会を11

月10日、午後になりますけれども、黒磯文化会館

の大ホールを使いまして実施したいということで、

前にも申し上げましたように三部構成で、一部に、

まず初めに、今、ブランド化ということですが、

那須塩原ブランドの認定式を予定しておりまして、

二部の中では農業に関する、農観商工に関するい

ろいろな話をしていただくということで、パネル

ディスカッション。三部の中では講演会というこ

とで、三部構成で実施したいという考えでござい

ます。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 28番、玉野宏君。 

○２８番（玉野 宏君） 講師はどなたかとお尋ね

したような気がするんですが。 

○議長（平山 英君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） 失礼しました。 

  講師には慶応大学の経済学部の教授であります

金子勝さんを予定しております。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 28番、玉野宏君。 

○２８番（玉野 宏君） 金子勝さん、すばらしい

方ですね。金子勝さんのプロフィールをあわせて

ご紹介いただけませんでしょうか。また、金子勝

さんを選定されるまでの、なぜ選定されてきたの

か。また、どなたか金子さんのお話を聞いた方が

あれば、印象も含めてお尋ねしたいと思いますが。 

○議長（平山 英君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） ただいまのご質問

にお答えします。 

  金子勝氏のプロフィールということでございま

すが、先ほど申し上げましたように、現在、慶応

大学の経済学部の教授ということで、専門が財政

学制度の経済学ということでございます。略歴は

省略いたしまして、著書には経済関係のいろいろ

な著書がございます。こういった中で、金子氏を

なぜこの産業振興大会に依頼したかということで

ございますが、金子氏はご存じのようにラジオ、

テレビでご存じの議員さんも多いかと思います。

私も朝、ラジオを聞いている中で、２週間に１回

ぐらいですか、金子先生のお話を聞いていまして、

いい話をするなという感じは持っておりました。 

  そういった中で、昨年の11月20日に金子勝氏の
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講演会がございまして、新聞で情報を知りまして、

私も出席しました。こういった中で、日本経済、

世界経済の状況、これからの日本の成長戦略等に

ついて１時間半にわたり熱くお話をしてください

ました。金子先生はこのほかにも農業に関する書

物も出しているということで、かなり熱くいろい

ろな情報を伝えてくれる。こういった情報はやは

りもっと多くの人に聞いてもらいたいなと思った

のが印象でございます。 

  そういったことで、今回、産業振興大会を開催

するに当たりまして、金子先生の意向を確認しま

したところ、お引き受けいただきましたので、講

師にお願いしたという経過でございます。 

○議長（平山 英君） 28番、玉野宏君。 

○２８番（玉野 宏君） プロフィール、ありがと

うございました。 

  金子先生は今、部長も言われましたけれども、

多分部長も聞かれたラジオを私も一緒に聞いたの

かなと思うんですが、３月10日にＮＨＫの「ビジ

ネス展望」、朝７分くらいの、急いで集中してメ

モをとらせてもらったんですが、この中でこんな

ことを言っていました。 

  アメリカ、大変な状況ですけれども、アメリカ

のファニーメイ、フレディーマックは銀行をもう

けさせていると。100兆円以上、中央銀行が住宅

債権を買っている。日本の競争力がずり落ちてい

る。小泉構造改革によって競争力が落ちた。まだ

反省がされていない。景気が回復し、経済がよく

なるというのはちょっと甘い見込みである。日本

の持続可能性がだめになるかもしれないなど話さ

れて、急ぎ、日本版グリーン・ニューディールを

急げ。スマートグリッド。再生エネルギーで先頭

に立て。それと建物の暖房化、省エネルギー化、

食の安心・安全、農業を輸出産業に育てよ。子ど

もを社会で育てる、充実させる等の内容だったと

思います。 

  金子先生の講演が企画されているということで

すが、私も一度宇都宮のほうで聞いたことがあり

ます。たくさんの人が来ていました。と同時に、

本当に会場が熱く感じました。11月に向かって、

たくさんの人に聞いていただくように、ぜひさま

ざまな関係に連絡して盛り上げていっていただき

たいなと思っております。 

  今回、提案されております農・観・商・工連携

は、今後の活動次第でありますが、金子先生が言

われているように、日本版グリーン・ニューディ

ールの基礎となる取り組みになると思います。講

演会はタイミングも内容も実にすばらしいことだ

ったと思います。この講演会に対する、11月です

ね、タイムリーな企画だと思います。 

  地方主権を生かすのは縦型社会から横のつなが

りをつくることが大切になってきております。市

民協働を進める上にも、この日本版グリーン・ニ

ューディールですね、これが当那須塩原市に進め

られたならどんなに夢のある町になるのかなと思

います。と同時に、ブランドということがこの新

しい政策に向かって取り組むということ自体が、

もうこの時代ではブランドになるのではないかな

と思っております。 

  金子勝氏は今後も各地で日本再生、日本版グリ

ーン・ニューディールを話されると思います。実

践する市町村、地域再生に、これに取り組む市町

村が出てくるのではないかと思っております。金

子氏は近々の著書や日本再生のコメントの中で、

地方では食料とエネルギーを地産地消しなさい。

再生エネルギー、バイオマス、小型水力発電を使

い、食とエネルギーを地産地消し、プラス安心・

安全の価値を付加して地産外消に取り組みなさい

と話されております。 

  当市には金子勝氏が提言するグリーン・ニュー
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ディールの素材があります。食再生バイオマスエ

ネルギーですね。それと水力エネルギー、生物多

様性、交通の利便性がそれだと思います。講演会

後、金子勝氏とどのように連携し、その内容をど

のように反映されていくのか。１つの取り組みと

しては、金子先生はゼミを持っているはずです。

金子ゼミの学生との交流や、当市市民ともども学

びと実践の場をつくっていくことも考えられるの

ではないかと思います。 

  今後、農・観・商・工連携を通して、どう日本

版グリーン・ニューディールまで育てていけるか、

考えがございましたらお聞かせいただきたいと思

います。 

○議長（平山 英君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） 大変難しいご質問

をいただいておりますけれども、グリーン・ニュ

ーディールというのは金融危機、気候変動、原油

価格高騰の三大危機を解決するために出てきた政

策というふうに思っておりまして、日本版グリー

ン・ニューディールというのは、環境関連産業を

支援して需要と雇用を創出するということであり

ます。大きくは国レベルで取り上げていって、実

践していくものかなというふうな印象は持ってお

ります。 

  そういった中で、本市におきましては先ほどか

ら申し上げておりますように、農観商工の連携と

いうことで、それぞれの産業を有機的に結びつけ

るということでの取り組みが当面、これから設立

するということもありますので、こういった取り

組みを通じて、そういった部分が大きく広がって

いけばという話になるんですが、当面は農観商工

連携事業の中で取り組める範囲でやっていきたい

と考えております。 

○議長（平山 英君） 28番、玉野宏君。 

○２８番（玉野 宏君） 農・観・商・工の連携を

基礎にして、ぜひそういう方向で取り組んでいた

だきたいと思っております。 

  安全・安心についてでございますが、生産者が

安心・安全、そこに力を入れてスタンスを移して、

かつビジネス的に成功するには小さな少人数では

なかなか困難なことだと思います。消費者が安

全・安心を追求する生産者のサポーターになるこ

とも、とても大きい力になるのではないかと思っ

ております。 

  以前、長野県飯島町の有機農業のまちづくりと

動物福祉、家畜福祉の話を一般質問でしたことが

ございますが、記憶にございますでしょうか。 

○議長（平山 英君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） 記憶してございま

す。 

○議長（平山 英君） 28番、玉野宏君。 

○２８番（玉野 宏君） ありがとうございます。 

  生産するに当たっても、仕事で成功する、ビジ

ネスに成功しませんと、もちろんこれは長続きは

しないわけです。飯島町で行われたことなのです

が、ことし７月、安全基準を通した農業や酪農業

の生産、販売方法を学ぶ会が那須塩原で予定され

ております。当市を会場に選びましたのは、生産

者、米、農業、酪農家が多いということ。それと、

ヨーロッパの安全基準を事例に生産品のブランド

とはどのようにつくられていくのかや、生産品は

生産者と地域の結びつきと、安心・安全を通して

つくられることが、結果、地域のブランドになる

という学習会でもあります。 

  飯島町ではこの取り組みについて協賛をしてお

りますが、当市ではこの活動をどのように位置づ

け、方法や協賛等を考えられますかどうか、お尋

ねいたします。 

○議長（平山 英君） 産業観光部長。 

○産業観光部長（三森忠一君） 議員お尋ねの飯島
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町の取り組みというのは、恐らくアグリネイチャ

ースチュワード協会が主催した事業ということで

はないかと思います。こういった内容については、

現在十分な情報は持っておりませんので、現時点

での調査するしないの判断は控えさせていただき

たいと思っています。 

○議長（平山 英君） ここで10分間休憩いたしま

す。 

 

休憩 午後 ２時５８分 

 

再開 午後 ３時０８分 

 

○議長（平山 英君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  28番、玉野宏君。 

○２８番（玉野 宏君） アグリネイチャースチュ

ワードにつきましては、まだまだ始まったばかり

というか、長野県のほうではもう３年ほどやって

おりますが、当市では回数は初めてでございます。

それでもありますが、農業、酪農、先ほど農地、

水から出てきた生物多様性、これに全部密接につ

ながっておりますので、ぜひ協賛するよう要望し

たいと思います。よろしくお願いします。 

  ３番のセーフコミュニティの取り組みについて

お尋ねいたします。 

  セーフコミュニティとは、事故やけがは偶然の

結果ではなく、予防できるという理念のもと、行

政と地域住民など多くの主体の協働により、すべ

ての人たちが安心できるまちづくりを進めること

であります。本市においても安心・安全なまちづ

くり実現のために必要なことと考え、以下の点に

ついてお伺いいたします。 

  ⑴セーフコミュニティを取り入れる自治体がふ

えております。本市ではどのように考えているか、

お伺いいたします。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） 28番、玉野宏議員の市政一

般質問の中のセーフコミュニティの取り組みにつ

いてお答えをさせていただきます。 

  安全で安心な町に暮らすことはすべての人たち

の願いであります。本市においても交通事故防止

の啓発や災害に対する組織化、高齢者や子どもに

対する犯罪・暴力対策、健康維持や予防など、さ

まざまな分野において取り組みを進めており、そ

れぞれがセーフコミュニティにつながるものと認

識をいたしております。 

  国内では亀岡市など５つの自治体がＷＨＯ（世

界保健機構）の認証を受けるか、受けるための準

備を進めている状況にあるようでありますが、本

市においては、認証を受ける受けないにかかわら

ず、今後も市民と市が協働して、これらの取り組

みをより横断的に進めながら、市民のだれもが安

全で安心に暮らし、そして暮らし続けることがで

きるよう、まちづくりを推進してまいりたいと考

えております。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（平山 英君） 28番、玉野宏君。 

○２８番（玉野 宏君） セーフコミュニティの中

に、これをどう取り入れると財政にどういう影響

をするかという試算がされております。今、資料

をお持ちの方もおられると思いますが、人口10万

人の自治体でこのセーフコミュニティ活動にトラ

イした場合、不慮の事故がもし30％減った場合と

いう試算です。１人当たりの医療費が約25万円か

かるそうです。これは平成15年です。不慮の事故

の発生件数は10万人当たり約350人。25万掛ける

105人という計算をしますと、約2,600万。 

  もう２つあります。転倒による要介護、この予
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防に努めると、30％予防すると年間約１億4,000

万。先ほど東泉議員の中に出ました自殺。悲しい

ことですけれども、自殺が予防できると、2002年

の自殺者数は３万2,143人だったそうです。これ

に国内総生産の損失額は約１兆円。１人当たり

3,000万になりそうですね。これに30％とします

と20人。掛けますと約６億。10万人の町で約７億

7,000万円の財政的負担が軽減されるという試算

も出されております。 

  市長の言われたように、そのようなまちづくり

が財政的にも、このようなプラスというんでしょ

うか、軽減というんでしょうか、そういうことが

生まれると思います。町全体のセーフコミュニテ

ィを考えて、これからもいろいろ行動していただ

きたいと思います。 

  以上、私の質問とします。ありがとうございま

した。 

○議長（平山 英君） 以上で、28番、玉野宏君の

市政一般質問は終了いたしました。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◇ 早乙女 順 子 君 

○議長（平山 英君） 次に、16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 本日最後になりました。

もう少しおつきあいください。 

  では、早速１番目の水道料金の改定についてか

ら質問いたします。 

  平成21年４月に市の水道事業が１つに統合され、

３月議会に水道料金を統一するための水道事業給

水条例改定が提案されています。そこで、条例を

審議する前提として、以下の４点について確認い

たします。 

  ①水道事業審議会の答申を尊重しなかった部分

がありますが、その判断はだれがしたのでしょう

か。 

  ②激変緩和措置も答申時には特定の地区に対し

てのものでしたが、今回の提案はすべての使用者

を対象者としています。そうなった審議経過を伺

います。 

  ③激変緩和措置の減収分の財源の手当をどうす

るかお聞かせください。 

  ④統一料金とするための料金算定は随意契約で

日本上下水道設計株式会社にさせていますが、な

ぜ随意契約だったのでしょうか。随意契約である

理由がないと私は思いますが、随意契約とする判

断はどなたがしたのでしょうか。 

  以上で１回目の質問といたします。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君の質問

に対し、答弁を求めます。 

  上下水道部長。 

○上下水道部長（江連 彰君） それでは、水道料

金の改定についてのご質問にお答えをいたします。 

  初めに、①の水道事業審議会の答申を尊重しな

かった部分の判断をだれが行ったかについてお答

えいたします。 

  今回の統一料金の設定に当たっては、水道事業

審議会の答申は当然尊重すべきものと考えて作業

を進めてきました。しかし、水道使用者間におけ

る負担の公平という前提や、水道事業が原則とし

て独立採算で経営すべきという観点からは、新料

金体系に必ずしも水道事業審議会の答申のすべて

を取り入れるということはできませんでした。 

  水道料金は市民の生活や経済活動に大きくかか

わるものでありますので、料金の水準と体系につ

いては、市として決定を行ったものでございます。 

  次に、激変緩和措置の適用対象者の考え方につ

いてお答えいたします。 

  水道事業審議会においては、同一の料金表を適

用している区域の料金水準に着目をして激変緩和
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措置を検討してきました。しかし、現行で料金水

準が高い区域においても、現行の料金体系と新料

金体系が違うことから、負担が大きくなる使用者

があらわれてきます。このようなことから、新料

金の適用により、現行よりも負担が大きくなるす

べての水道使用者を対象とした激変緩和措置を設

定することが公平であると判断をしたものでござ

います。 

  次に、③の激変緩和措置の減収分の財源の手当

はどのように行うのかにつきましては、３月９日、

岡本真芳議員の一般質問でお答えをしたとおりで

あります。 

  最後に、④の料金算定に係る委託業務を随意契

約で行った理由と、その判断についてお答えしま

す。 

  料金の算定に当たっては、将来の水需要予測や

経費の推計を行う必要があります。これらの推計

は、水道事業基本計画策定における調査及び経営

認可申請書作成時においても同様の作業を日本上

下水道設計株式会社に委託をして実施をしており

ます。既にデータ等の蓄積があるということから、

それらに最新のデータを追加して推計を行うとい

うことが、迅速に推計の精度を上げることが可能

であるとともに、安価に委託できると考え、今回

の業務について同業者に委託をしたものでありま

す。 

  契約に当たっては、上下水道部が同業者を指名

し、市の指名業者選考会議の審査を受け選定され

たということから、随意契約としたものでござい

ます。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） では、再質問いたしま

す。 

  水道事業審議会の答申のすべてを取り入れるこ

とはしなかったようですね。特に逓減制とか激変

緩和の方法などは、答申を取り入れなかったとい

うことに対しては、私は安堵しております。 

  答申が出される前に、私は議会で何遍も、逓減

制などを取り入れた料金では一般家庭に大きな負

担を強いることになるとか、審議会で検討されて

いた激変緩和措置では、先ほどおっしゃっていた

ように、同一料金を設定している特定の地域に限

られてしまうので、市民の理解は得られないだろ

うということ、あと水道会計は企業会計であり、

独立採算が原則なのに、それを前提とすることは

おかしいのではないかというようなことの思いか

ら、一般質問で問題をたびたび指摘してきました。 

  でも、答申が出る前に指摘はしたんですけれど

も、私の指摘を受けとめることなく答申は出され

ました。しかし、今回の水道料金の改定を見ます

と、指摘した内容に関して、ほとんどなんですけ

れども修正がなされています。何か私、キツネに

つままれたようなんですけれども、先ほども言い

ましたように、部長は答申を尊重するというのを

必ずフレーズとしてつけるんですけれども、そこ

のフレーズにこだわっているのかもしれませんけ

れども、私が、答申が出る前に心配していた点に

関しては、答申を尊重せず、早乙女順子を尊重し

たのかなとかと思うほど、常識的に考えて理解で

きるような内容に変更されておりました。 

  変更された内容をチェックしますと、特に使用

者の負担の公平化を図っている点、先ほどもそれ

を強調しておりましたけれども、その点はやはり

評価できる点だと思います。 

  あと、激変緩和も一般会計からの繰り入れを想

定して料金を最初から、いろいろなことをするの

ではなく、それを入れずにするとこのぐらい高く

なってしまうよ。だから、それでは困る人がたく

さんいるんではないの、だから、激変緩和したほ
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うがいいんではないのというような、わかりやす

い手順に変わっています。こんな当たり前のこと

があのときの答申でできなかったのが何でなのか

なというふうに不思議には思っております。 

  先ほど答申を尊重しなかった部分の判断はだれ

がしたということですけれども、それは料金の水

準とか体系はだれがと言わないで、市としてとか

というふうに、市として決定したというふうに答

弁が先ほどありました。その市としてと、すごく

あいまいですよね。市として判断したという。で

はその市として判断したのはどの場所だろうとい

うふうに思いました。 

  それでなくても私、何でも皆さんたちのやって

いることに全部参加するわけではないので、議事

録で追いかける人なものですから、庁議で決定し

たことを議事録で拝見させていただきました。そ

れがそうなのかなと思うのが、平成21年12月24日

のことです。その場を市として決定したというふ

うに、先ほどおっしゃったのかどうか、確認させ

てください。 

○議長（平山 英君） 上下水道部長。 

○上下水道部長（江連 彰君） そのとおりです。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 庁議の議事録になって

いますので、すごく決まっていく過程というのが

とてもよくわかるようになっています。前には庁

議にかかっていないのに何でそんなことが言える

んだというようなことが結構出てきて、私、混乱

させられましたので、今回は庁議の内容を読みま

すとわかるような内容になっています。 

  ①のところはそれとして、②のところに移って

いきますけれども、答申どおりに算定すると、今

まで水道料金が高かった西那須野の一般家庭がさ

らに高くなってしまうおそれがありましたけれど

も、それは解消されていると思います。 

  審議会では、激変緩和は石綿セメント管の更新

事業に一般会計からの繰り入れを前提としたとい

うような感じの激変緩和措置を石綿管の工事の

何％を起債でするという意味だったんでしょうか、

何かとてもわかりにくかったんですね。供給単価

の割り出し方も。 

  それで、とてもわかりにくくて、それが公平性

がどういうふうに担保できるのかというのも、と

てもわかりにくくて判断できなかったんですけれ

ども、今回の提案は現行よりも負担が大きくなる

すべての水道使用者を対象としていますので、公

平性は担保できるというふうに解釈できるんだと

思います。 

  ここでお聞きいたしますけれども、今まで水道

料金が高かった西那須野地区の使用者の料金は上

げない。特に高過ぎた西那須野口径20㎜の使用者

の料金は適正に下がっているというふうに思える

んですけれども、また激変緩和はすべての水道使

用者としている。これらのことを考えたときに、

激変緩和措置分を一般会計から繰り入れる理由と

して、これが使えるというふうに意識してこうい

うような料金算定がなされてきたのかなと、別に

これは悪いことではないんですけれども、そうい

うことは十分に一般の市民の方たちの理解を得る

ために、こういう料金算定になってきたのかどう

かを確認させてください。 

○議長（平山 英君） 上下水道部長。 

○上下水道部長（江連 彰君） 料金算定の考え方

のご質問だと思いますけれども、料金を今回、料

金の算定をしたというのは、過日の岡本議員にも

お答えはしているかと思いますけれども、まず経

営が可能な最小限の経費を算出したというのが第

１点であります。それから、現行料金の水準を勘

案したというのも大きなところでございます。そ

ういった中でそれらを勘案しながら合理的な負担
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の配分というようなことに重点を置いて、今回料

金の設定をしたということでございます。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） ③のほうに移らせてい

ただきます。 

  激変緩和措置の減収分の財源についてはさきの

岡本議員にお答えしたとおりですということで、

きっとそう言われるんではないかなと思って、昨

日どういうふうに答えたのかというのを正確に録

画を見まして、そうしたら水道事業は公営企業法

に基づく事業であるので、原則独立採算というこ

とで言われている。経営状況も見きわめながら、

場合によっては、ここで場合によってはなんです

けれども、一般会計からの繰り入れもお願いしな

ければならないと。これは岡本議員への部長の答

弁ですからね─というふうに答弁しております。 

  私がここのところで聞きたいのは、そのような

ことを言ったときに、場合によっては繰り入れを

お願いしたという言い方をしたということは、こ

れから検討するということで、まだ確定していな

いみたいな言い回しでしたよね。ということは、

当初予算段階では10月から激変緩和措置の一般会

計からの繰り入れはまだ決まってないんですか。

そこを聞かせてください。 

○議長（平山 英君） 上下水道部長。 

○上下水道部長（江連 彰君） 水道事業の企業会

計においては計上してございません。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） それで、12月の庁議の

議事録を読みますと、激変緩和による減収分の補

てん財源についてのやりとりというのがあるんで

すね。これをだれが言っているかはきっと書いて

なかったので、でも読めばだれが言っているかは

わかるんですけれども、新料金は使用者の負担軽

減を考慮した。政策的判断により一般会計からの

補てんをお願いしたいと、これはきっと部長の発

言だと思うんですけれども、それに対して、どな

たかわからないですけれども、庁議のメンバーの

中の方が、新料金等激変緩和措置を決定すると一

般会計からの繰り入れも決定するということかと

いうふうな質問があったんですね。そのように考

えているというふうに答えております。 

  それで次に、平成22年度予算に激変緩和措置に

伴う予算が該当してくるので、財政担当と別途協

議したいとの発言に対して、３月議会で議決を予

定しているということかという質問に、そのよう

に考えているというふうに答えています。そして

最後に、原案のとおり決定と庁議の議事録にあり

ます。 

  これを読むと、決定を執行機関では決定してい

るということで、財政担当者に激変緩和措置に伴

う予算措置について別途協議したかどうかと、あ

と、この点をここで言う原案のとおり決定とある

部分のところは、水道管理者とあと市長が了解を

したということになるのかどうかという、市長が

了解しても最終的に議案として出てきていますの

で、最後はそこですけれども、執行機関としては

もうこの庁議の内容で決定したというふうに理解

してよろしいでしょうか。 

○議長（平山 英君） 総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 料金改定、同一料金に

ついての一般会計からの繰り入れそのものについ

ての話でございますけれども、料金改定そのもの

については庁議の中で決定されておりますし、先

ほど言いましたように、水道事業と一般会計の中

での話し合いということでありますけれども、そ

れは初めから一般会計からの繰り入れありきとい

うようなことではなく、当然企業会計ですので企

業努力をしていただいて、その結果、例えば赤字
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になってしまったとか、そういうことの中で大所

高所から市長が判断をして出すものだというふう

に私は考えております。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） ということは、とりあ

えず激変緩和で事業をやった結果、予算書を見て

もそうなんですよ。昨年度とそんなに変わりない

し、余分なお金が入っているわけではないので。

ですから、最終的に補正で余りにも赤字になった

場合とか、では補正で入れてもいいよというよう

なことを最終的に努力した結果で幾らぐらい入れ

るということは、補正の中で市長が決断してきて

出てくるというふうに解釈して、要するにこれが

条例で私たちがもし認めたら、連動して条例の中

には料金だけではなくて、激変緩和措置もこうい

うふうにとりますというのがありますから、それ

はお金があるとかないとか、企業会計でやるとか

一般会計でやるとかということに関係なく、もう

やることは条例が通ればやらなければいけないわ

けですので、やるんだと思うので、その後の財源

という部分は最終的に赤字になってしまって、ど

うにもならないよと言ったときに、市長の判断で

やるという理解で、市長、よろしいでしょうか。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） 激変緩和を含めた条例とい

うことになっております。そういう意味では当然

激変緩和はやっていくというふうに考えておりま

す。ただし、その方法論でございますけれども、

先ほども申し上げておりますように、これまでの

計画を立てた中で、当然、公営企業ということで、

これは独立採算というのが当たり前の考え方とい

うのが原則的にあります。そういうことで、当然

激変緩和措置はこの中でやっていくという決め方

をしておりますけれども、独立採算という立場の

中から、やはり原則的には水道企業会計の中で精

いっぱい努力をしながら、それらに対応いたした

いというふうに考えております。 

  その上で、多分結果的には年度末になって補正

予算処置をとるころになって、どうしても、多分

水道企業の中で赤字が出てしまって埋まらないと

いう状況判断になってきた場合、当然私は議会の

皆さんにお願いをして、一般会計からの穴埋めを

していきたいというふうに考えております。この

考え方につきましては、その水道区域は97.5％と

いう達成率になっております。 

  そういう意味では、市民の全体からやはり負担

してもらえるものというふうに認識をしておりま

すので、そういう考えのもとに立って、最終的に

はいわゆる議会の皆さんにも了解を、当然、議会

にかけて了承をとらなければならない手順はあり

ますけれども、お願いをしていきたいというふう

に考えております。そんなことで、この激変緩和

対策はやっていきたいというふうに思っておりま

す。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） とても明快なお答えを

いただいたので、今回はとてもすっきりしており

ます。 

  ④のところですけれども、ここでなぜ随契でや

ったのかという部分のところですけれども、先ほ

どの理由のところで、データが既存のものが使え

るとかということだったんですけれども、水道ビ

ジョンとか認可申請のときに使ったデータという

のは、実際にほかの業者が、それって那須塩原の

データですよね。もしほかの業者がこれを総合評

価方式の入札でやって、ほかが受けたときにそう

いうものって使えないものなんですか。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 
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  上下水道部長。 

○上下水道部長（江連 彰君） そのデータが使え

ないかと言われれば、これは使えなくはないとは

思います。ただ、やはりそのときに上下水道部の

中で考慮したのは、やはり同一業者がやったもの、

やはり一番そのデータを使うということは、スム

ーズに使っていくわけですので、短い期間の中で

料金の設定をするというようなことの中で、迅速

な推計、そういったものができるというような判

断で考えたものでございます。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 私も最初、日本上下水

道設計、コンサルとして前回、役に立っているな

というふうに思えなかったものですから、ほかの

コンサルがいいのかなというふうに思って、この

質問を入れておいたんですけれども、実際、料金

を見てみましたら、同じコンサルがかかわったに

もかかわらず、今回はとても常識的な料金体系と

料金が出されてきているんですね。何でこんな違

いがあったんだろう。同じコンサルが前回何でで

きなかったんだろうと思ったんですけれども、目

的と違った意図が働くと、こうゆがみが出てしま

うということもありますし、部長は答申を尊重し

ということでおっしゃっていますけれども、いま

だに私は水道料金のあり方の答申があれでよかっ

たのかというふうに、とても疑問に思っておりま

す。 

  でも、今回とても適切な料金算定をしているな

というふうに思いますので、きっと今までの経過

もわかっていたからそういうふうになさったんだ

なということで、この４番目のところは了解をい

たします。 

  それで、先ほど市長が、市民皆さんにお願いを

することになって、激変緩和というものをすると

いう部分のところで、水道事業統合とか水道料金

統一は、これは合併によるものです。そこで、値

上がりがした地域の人は、合併で水道料金が上が

ったというふうにきっと思うかもしれません。そ

う言われるかもしれません。でも、特に塩原とか

黒磯なんかは石綿管更新工事はたくさんしてない

ですよね。それとか、あと設備投資も、それは西

那須野もそうでしょうけれども、設備投資もこれ

からしなければならない事業、幾つかあります。 

  ですから、いずれ水道料金は上がるんだという

ふうに私は思っておりますので、今回の激変緩和

は合併したために料金が上がったのではなくて、

西那須野地区も含めて考えることになりましたか

ら、那須塩原市全体で激変緩和を担うことができ

るようになったというふうに、とても善意でしょ

う、私にしてはね。合併で値上がりにしたのでは

なく、合併した市民の皆さんの税金で激変緩和を

するというふうな理解に至りました。 

  以上です。 

  それで、次に２番目の質問、介護保険に関する

保険者の役割についてに移ります。 

  介護サービスの利用抑制と思われる県の監査に

よって、今まで利用できていたサービスが居宅で

は利用できなくなり、在宅の生活が困難となる事

例が出てきています。グループホームなどの施設

では認められているのに、推奨されているのに居

宅では許されない支援があります。そこで以下の

点についてお聞きいたします。 

  グループホームなどの施設では、通院、買い物、

散歩などの支援が職員によってもなされています

が、居宅ではヘルパーによる支援が大きく制限さ

れるのはなぜなのでしょうか。 

  介護保険は市町村が保険者です。保険者の判断

でグループホーム並みの支援が居宅でできないか

どうかお伺いいたします。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 
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  保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） それでは、介護保

険における保険者の役割につきまして、①と②、

あわせましてお答えをいたします。 

  グループホームでは介護が必要な認知症の高齢

者が住みなれた地域で、職員とともに家庭的な環

境で共同生活を行い、能力に応じて自立した日常

生活を営めるよう支援を行っております。 

  一方、居宅における訪問介護はヘルパーによる

身体介護、生活援助及び通院等乗降介助によって、

できる限り自分の住まいで自立した暮らしができ

るよう支援を行っております。介護サービスは利

用者や家族等の希望、利用者の心身の状況や環境

等に応じ、介護支援専門員が個々の利用者の自立

支援のために適切なケアプランを作成し、それに

基づく必要なサービスが提供されており、居宅で

のヘルパーによる支援が制限されているとは考え

ておりません。 

  また、居宅サービスの利用者に対し、グループ

ホーム並みの支援ができないかとのことですが、

市では従来どおり介護保険に係る法令はもちろん、

運営基準、通知等に基づき制度を適正に運用して

いく方針であり、今後におきましても個々のケー

スに応じたサービスの必要性を判断しながら、居

宅サービス利用者の支援を行ってまいりますので、

市独自の特別な判断による支援を行う考えはござ

いません。 

  以上でございます。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） どうも私、誤解された

ようで、①番目のところは大体わかりましたので、

②番目のところとあわせて聞きますけれども、私、

別に居宅でグループホーム並みの支援がという部

分のところは、上で言っている通院とか買い物と

か散歩などの支援ができないかという部分のとこ

ろにかけて聞いたつもりなんですけれども、すべ

ての、グループホームで行われているようなサー

ビスができるかどうかを聞いているのではなく、

特に散歩に関してなんですけれども、以前も質問

をしておりますけれども、那須塩原市では散歩は

認められているというふうに私は解釈しておりま

す。 

  国でもそういうふうな理解にあるんですけれど

も、ある事業者のヘルパーさんとケアマネから、

プランに散歩の文字を入れると散歩が認められな

いということで、ケアプランに必要性を書いても

認めてもらえないというふうに言っていたのを聞

いたので、再度これだけを確認したいと思って質

問いたしました。 

  国では一昨年の12月に明快にそれをあらわして

いますけれども、部長のほうの言葉で明快に自立

支援、日常生活の向上の観点から安全を確保しつ

つ、常時介助できる状態で行うものについては、

利用者の自立した生活の支援について資するもの

と考えられることから、介護報酬の算定は可能で

あるというふうに、散歩に対して、これは2008年、

平成20年の12月に厚労省は言っております。 

  先ほど、法令とか通知によって適切に運用をし

ているという部分とかけまして、その辺のところ

をもう一度、散歩についての見解を明快に、那須

塩原市の担当部としての言葉で言いあらわして、

散歩ができるんだという部分のところを表現して

いただけないですか。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 散歩のサービスに

つきまして、以前にもご質問あったかと思うんで

すが、そのときにもお答えしたかと思うんですけ

れども、その方々、個々のいろいろ状況等が違う

と思いますけれども、その方にとって散歩という

のが真に必要だということでケアプランが組まれ
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て、市のほうでも認めていれば当然認めるという

ことになっておりますので、今後ともその方向で

いきたいと思っております。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） ありがとうございます。 

  いまだにそれが行き渡っていないという状態に

なっています。私も最近聞いたものですからびっ

くりしてしまったんですね。それで、散歩という

言葉が使えないから、買い物同行は認められてい

るので、それを利用して散歩としているというふ

うにケアプランに落としているんだという苦肉の

策で、それってすごくケアマネのストレスになる

んですね。そういうことをしないと散歩にも連れ

出せない。 

  グループホームの外部評価をしていたり、特別

養護老人ホームなんかに行っていると、それはも

う散歩しているというのは推奨しているものです

から、どんどん散歩しているというところへ行く

と評価が上がるんですよね。 

  そういう状態があるので、グループホームをた

またまここで引き合いに出しただけですので、那

須塩原市で散歩というものがちゃんと認められて

いるんだという通知文か何かをケアマネ協会を通

じて出していただけないでしょうか。 

○議長（平山 英君） 保健福祉部長。 

○保健福祉部長（平山照夫君） 今の取り扱いの関

係につきましては、その他も含めまして、今言わ

れましたケアマネジャーの協議会がありますので、

そちらのほうで統一した見解というものを示して

いきたいと思っております。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） では、３番目の質問、

ごみの有料化と分別・収集の方法の検証について

に移らせていただきます。 

  ごみの有料化と新しい分別・収集方法が導入さ

れ１年がたとうとしています。そこでお聞きいた

します。 

  ①ごみの減量化の効果はどの程度でしょうか。 

  ②最終処分場の延命効果はどの程度でしょうか。 

  ③ごみの有料化の原資を使って基金を制定する

とのことですが、基金対象事業を新エネ・省エネ

事業、環境保全まで拡大するのは、一般廃棄物手

数料として徴収する目的を逸脱し過ぎないでしょ

うかということで通告をしておりますけれども、

ここで私は勘違いをしておりましたので、そこも

含めて答弁していただいても結構です。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  市長。 

○市長（栗川 仁君） それでは、12番、早乙女順

子議員の市政一般質問の中のごみの有料化と分

別・収集方法の検証についてお答えいたします。

３点ほどございますので、順次お答えをさせてい

ただきます。 

  ①のごみの減量化の効果はどの程度かについて

お答えをいたします。 

  平成22年１月末現在の数値で平成20年度と比較

して、ごみの総量では13.3％の減少となっており

ます。家庭系ごみは19.6％の減少、事業系は

0.5％の増加となっております。全体では順調に

減量化が進んでいると考えておりますが、事業系

のごみの減量が課題であるとも考えております。 

  ②についてですが、次に最終処分場の延命効果

はどの程度かについてお答えをいたします。 

  平成16年度から平成20年度までの５年間の最終

処分場への埋立量の年平均は5,120ｔで4,854㎥で

す。一方、平成21年度は、本年の１月までの実績

に２月、３月の搬出量を加味いたして3,212ｔで

2,745㎥を見込んでおり、容積で43.4％の減であ

ります。この分が延命効果につながるものと考え
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ております。 

  これを西岩崎最終処分場と黒羽グリーンオアシ

スに分けて内訳を見ますと、西岩崎最終処分場は、

平成16年度から平成20年度の５年間の最終処分場

への埋立量の年平均は2,901ｔで2,711㎥です。一

方、平成21年度見込みは2,809ｔで2,342㎥であり、

容積では13.6％の減であります。黒羽グリーンオ

アシスは平成16年度から平成20年度までの５年間

の最終処分場への埋立量の年平均は2,218ｔで

2,143㎥です。一方、平成21年度の見込みは403ｔ

で403㎥であり、容積では81.2％の減であります。 

  ③の、次に基金対象事業と一般廃棄物のご質問

についてですが、３月８日、那須塩原21の関谷議

員の会派代表質問にお答えしたとおりであります。 

  以上、お答えとさせていただきます。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） ①、②あわせて再質問

いたします。 

  20年度は駆け込み処分した数字が加わっていて、

私、課題になっているのではないかなというふう

に思っていたんですけれども、そういうふうに予

想できないでしょうか。20年度と比較するだけで

はなくて、19年度と比較しても同様の経過かどう

か聞かせてください。 

○議長（平山 英君） 生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  手元に19年度の比較の数値を持っておりません

ので、その点はお答えできませんけれども、全体

としまして、４月の減量部分が５月、６月、７月

よりも少し多いということで３月に駆け込んで、

その分４月がちょっと少なかった、減ったのかな

という、そういう影響はもちろんあると思います

けれども、それでも年間通して13％とか14％とか

というような、幾分が20年度で既に前処理でやれ

たということではないと、どちらかと言うとしっ

かり市民の方が理解、協力して減量に取り組んで

いただいたということで、すごく感謝をしており

ます。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 本当に有料化というの

は効果があっても、のど元過ぎればということで

リバウンドいたしますので、今後も減量化の取り

組み、気を緩めずにやらなければいけないと思い

ますし、私たちも関心を持っていきたいというふ

うに思います。 

  ①、②番目は終わりにいたしまして、③のとこ

ろで、環境基金についてですけれども、全協で受

けた説明資料を私はさっと読みましたものですか

ら、早とちりをいたしました。予算書が配付され

て、それで実際にもう通告は出してしまったんで

すけれども、見ましたら、環境基金の財源が一般

財源だったんですよ。予算書を見ると一般財源と

いうふうにわかるんですけれども、全協の説明資

料だけで通告を出してしまったんです。 

  でも、全協の説明資料が間違っていたわけでは

なくて、一般廃棄物手数料相当額の範囲以内を基

準として毎年積み立てるという表現になっており

ました。そこを私が勝手に一般廃棄物手数料と勘

違いしたんです。要するに相当額という言葉が入

っていたものを飛ばして読みまして、解釈して通

告をしてしまったものですから、一般廃棄物手数

料そのものではない。さきの関谷議員に答えてい

たように、一般廃棄物手数料が入ったのでごみ袋

の管理費用を除いて、その分クリーンセンターな

どの運営費に回して、それで余るよと言った分を

というか、クリーンセンターの費用が浮きますよ

ね。 

  そういう浮いた分を一般財源からいただいて原
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資にするんだ、捻出するんだということが、それ

が相当額ということなんだというふうに、予算書

が来てから気がついたものですから、この通告は

後の祭りで、通告してしまったものですから、基

金の財源に縛りはない一般財源であったと。これ

で終わりにするのでは私もちょっと間抜け過ぎる

ものですから、これを調べていきながら、ちょっ

と違うことに、ここは別に、この質問の通告から

外れるわけではなくて、一般ごみ有料化のことで

すので大丈夫なんですけれども、ここでちょっと

一般的なことをお聞きいたします。 

  財政を担当する部長にお答えしていただければ

いいんですけれども、特定財源というのはどのよ

うなものを指しますか。それで、その扱いはどの

ようになさいますか。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 特定財源については、

特定の収入で特定のものをやるというのが特定財

源というふうに考えております。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 私が時間がないので、

そちら側に言ってもらおうと思ったんですけれど

も、余りにも簡単に説明されてしまったので、財

源の使途が特定されているものを特定財源。特定

財源に分類されるものとして国庫支出金、県支出

金、地方債、分担金、負担金、使用料、手数料、

寄附金のうち使途が指定されているものという中

の手数料ということになるわけですね。 

  ですから、特定の財源に分類されていて、財源

の使途が特定されているものと言ったときに、こ

こで那須塩原市廃棄物の処理及び清掃に関する条

例の一般廃棄物処理手数料、普通の手数料と違う

ところの項目にこれだけは入っているんですよね。

廃掃法を受けた条例のところに入っていて、17条、

市長は地方自治法第227条の規定により一般廃棄

物の収集、運搬、処分に関し、当該一般廃棄物を

生じた占有者から別表１に定める手数料を徴収す

るというふうになっているんですね。ということ

は、ここで言う使途は収集、運搬、処分です。 

  前回もちらっと言って、私、はっきりわからな

いまま質疑していたのでいけなかったんですけれ

ども、この私たちのまちづくりという、だれにも

わかる予算説明書、この中でこのごみ処理手数料

を財源としての主な使い道のところに、廃棄物監

視員報酬、産廃処分場周辺環境影響調査研究委託

費とか、集団資源回収補助金、これは少し当たる

かな、とか、その辺のところで産廃処分場の周辺、

ここら辺のところには当てはまるものの使い方を

しているのかなということと、厳密に言ったら、

この目的から手数料というものはどういうもので

使えますか。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  議員ご提示の資料をちょっと持っていないので、

そちらの方面全体はお答えできないんですが、今

年度の予算は当然、まだ我々提案している段階で

すので、内容をある程度知っていますので、その

中身をお知らせしたいと思いますが、20年度と同

じ項目に充当することにしております。 

  今年度は多分記憶で、ちょっと今、予算書を持

ってきておりませんので、産業廃棄物関係に百七

十何万とか、多分その辺の数字だったと思います

が、担当する内容自体は本当の産廃の処理ではな

くて、一般廃棄物の不法投棄を産廃の担当者がそ

の予算項目の中で運用してやっております。実際

には産廃が那須塩原にいろいろ不法投棄されてい

るというよりは、一般社会で皆さんが消費するも
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のの一部を山林等に不法投棄されている。それの

監視とか回収とか、そういう監視員さんが実際は

やっていただいています。 

  名前は監視活動となっていますが、実態業務と

して。そういうものに、当然これは美化を含めて

使ってもいいだろうという判断で、そちらにも回

っているという理解であります。充当先の単語だ

け見ると、あれという話になろうかとは思いまし

たけれども、中身についてはそういうことで対応

しています。 

  ただ、今の予算の使い道の説明の中では、若干

すれ違いの部分はあろうかと思いますけれども、

少なくとも今年度の内容はそのような形で精査さ

せていただいております。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） ここで10分間休憩いたしま

す。 

 

休憩 午後 ４時００分 

 

再開 午後 ４時１０分 

 

○議長（平山 英君） 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

  16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） では、先ほどの手数料

というものがどういう性質のものなのかという部

分のところで、ちょっと論議を深めたいと思いま

す。 

  よく、ごみの有料化って税金の二重取りだとい

う言われ方をしますね。実際にそれで裁判を起こ

している人もいます。そのときに一番、手数料と

してとっておきながらということなんですけれど

も、先ほど言ったように、手数料というのは特定

財源でありますし、それで手数料に関する事項と

いうのは条例で定めなければならないということ

になっておりまして、その根拠法令、昔はあった

んですよね。市町村は当該市町村が行う一般廃棄

物の収集、運搬及び処理に関して条例で定めると

ころにより手数料を徴収することができるという

ふうに規定していたものがあったんですけれども、

それが1999年の地方分権一括法の成立で削除され

てしまって、それで地方自治法の227条と228条の

１項に基づいた条例で手数料として徴収するとい

う、すごく苦しい状況になっているんです。 

  そのときに、要するに全住民対象の手数料徴収

というものは税金の二重取りだというふうに指摘

がされているんです。 

  その手数料の徴収の仕方についても問題だと言

われて、すごくグレーゾーンになっているんです。

その上に、普通手数料と言うと住民票をとるため

に手数料を払いますよね。その住民票、それはそ

の財源として住民票を管理したり発行したりする

ものとして、経費として使いますね。でも、この

手数料ってちょっと広げ過ぎていませんか。 

  先ほどのこの一般廃棄物手数料という部分のと

ころで言うと、一般廃棄物の収集、運搬及び処分

に対してなんですね。不法投棄まで考えて、不法

投棄していない人からとるんですよね。手数料っ

て。 

  私が不法投棄していて、私の不法投棄したもの

を回収してくれるんだったらいいんですけれども、

私のために手数料を払って、それでサービスを受

けるのは私、そういうような性質のものなんです

ね、手数料って。この辺のところ、一回検討して

いただけないでしょうか。また、これは質疑にも

ありますので、今こういうふうに明快に答弁がで

きなかったら答弁は結構ですし、その辺の考え方

をちょっと聞かせてください。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 
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  生活環境部長。 

○生活環境部長（松下 昇君） お答えをいたしま

す。 

  今の論議につきましては、国のほうにおきまし

ても整理がされておりまして、受益者負担という

概念で手数料として取ってよろしいというふうに

私どもは理解しております。よって、その意味で

手数料をいただいている。当然、特定財源であり

ますから、ごみ処理経費に充てるということでの

整理で、充当先を決めたという整理になっており

ます。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） ごみ処理経費に使うと

いうのは私はわかるんですけれども、不法投棄ま

でに使えるかどうかということの検討、不法投棄

の処理に使えるかどうかということを検討をして

おいていただきたいと思います。 

  時間がなくなりますので、４番目の質問に移ら

せていただきます。 

  教育委員会の公開制を阻害する要因についてお

聞きいたします。 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律によ

って設置されている教育委員会の会議は、13条６

項の規定で公開となっています。しかし、小中学

校適正配置基本計画（素案）についてが審議され

たときの教育委員会は、市民が傍聴に訪れたにも

かかわらず非公開で行われました。会議の冒頭で、

原則非公開が適当であると井上教育長が述べてお

りますが、その理由が非公開とするに値するもの

であるというふうには私は思えませんでした。 

  そこで、お聞きいたします。那須塩原市では市

民が政策決定の審議過程を傍聴することができな

いのでしょうか。市長部局と教育長部局で判断に

違いがあるのはなぜなのでしょうか。 

  ②議員に知らせる前に情報が外に出るのは混乱

を来すと、議員の質問への答弁を持ち出してまで

市民の計画決定の審議経過を知る、当たり前の権

利を阻害したのはなぜでしょうか。 

  ③小中学校適正配置基本計画（素案）について、

住民説明会やパブリックコメントを行っていまし

たが、行政の説明責任、市民参画をどのように認

識しているのでしょうか。 

  ④今後、教育委員会での小中学校適正配置基本

計画に関する会議は、市民に開かれ審議されるこ

とが私は求められると思いますが、公開を保証で

きるものでしょうか。 

  以上、お聞かせください。 

○議長（平山 英君） 答弁を求めます。 

  教育長。 

○教育長（井上敏和君） ただいまの質問に①から

順番にお答えいたします。 

  教育委員会の会議につきましては、教育行政の

組織及び運営に関する法律第13条第６項において、

教育委員会の会議は公開すると規定されておりま

すが、そのただし書きで、人事に関する事件その

他の事件について、委員長または委員の発議によ

り、出席委員の３分の２以上の多数で議決したと

きは、これを公開しないと定められております。

このただし書きの規定に基づき、昨年11月の教育

委員会定例会では、委員会の議決により、議案第

２号 小中学校適正配置基本計画（素案）につい

て外１件を非公開としたものであります。 

  ②のこの非公開となった議案につきましては、

パブリックコメントに付すための素案の取りまと

めであり、計画の中には施設の整備等市長の権限

に属する事項も含まれていることから、庁内調整

を踏まえた上で、12月の議員全員協議会での公表

に向けた過程での審議でありました。 

  私の非公開の発議につきましては、教育委員と
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して、最初の公開の場である議員全員協議会での

公表の前に不確定な情報が公になることは混乱を

来すおそれがあると考え、提案したものでござい

ます。 

  ③今回の小中学校適正配置基本計画につきまし

ては、５名の有識者と35名の地域住民の方々に委

員として審議いただいた那須塩原市立小中学校通

学区審議会の答申を受け、教育行政の執行機関で

ある教育委員会が、那須塩原市全体の小中学校適

正配置を進めていくための基本方針として策定す

るものであります。現在は、議員の方々を初め、

パブリックコメントや住民説明会を通じ、多くの

市民の皆様からの意見、提言等をいただき、再検

討をし始めているところでございます。 

  計画策定後、保護者や地域住民の皆様の理解を

得、個別具体的な課題を協議していく中では、こ

の基本計画について行政の説明責任をしっかり果

たしていかなければならないと考えております。 

  ④先ほど答弁しましたとおり、教育委員会は原

則公開でありますが、教育委員会の会議の場で委

員長または委員の発議により３分の２以上の議決

で非公開とすることができると定められており、

現時点で私が公開を保証できるものではないと思

っております。 

  以上でございます。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） そうですね。今お聞き

したところで、これは非公開にしたことを正当化

しているというふうに聞こえてしまうんですけれ

ども、私、水道審議会というものを傍聴して、そ

れで水道審議会のときに、答申が出る前ですし、

その傍聴したものを内容として議会で発言して座

長から批判を受けたり、結構したんですけれども、

それでも、水道審議会の私を批判していた座長で

さえも、傍聴者を排除して非公開でやるというこ

とはしなかったんですね。昔ならいざ知らず、現

在は審議経過から公開で行うというのが開かれた

行政だというふうに思っております。 

  今、最初の１番目のところ、市民が政策決定の

審議経過を傍聴することができなかったというこ

とがあったわけですけれども、では、市長部局で

あったならばどういう判断をしたんだろうなとい

うことをちょっとお聞きいたします。 

○議長（平山 英君） 総務部長。 

○総務部長（増田 徹君） 市長部局での情報の公

開ということですけれども、先ほど教育長が述べ

られていたように、情報については公開が原則だ

というふうに私も思っております。ただ、そうい

う中でいろいろな審議過程がありますので、審議

会の中で、その長が諮って公開にする、非公開に

するというようなところもありますし、初めから

その会を公開にするとか、非公開にするというよ

うな規定もあるものもあります。いろいろな形が

ありますので、その審議会の内容によってかなり

違うというふうに思います。 

  たまたま私どもでやっております情報公開、個

人情報保護の審査会等々については、条例の中で

非公開にするというようなことでございますし、

それについては答申が出る前に外に出てしまって

はなかなか難しい問題もありますので、そういう

意味で非公開にしているというようなところもご

ざいます。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 自治基本条例とか議会

基本条例というものを検討していたり持っている

ようなところでしたら、大体こういうような市民

生活に関係してしまうような部分の審議経過とい

うのは、実際に公開で行うという判断をきっとす

るだろうなというふうに思います。 

  本議会でも、現在、議会基本条例を検討してい



－312－ 

る議会ですから、公開制を追求しております。で

すから、常任委員会では当たり前に横林の人に対

して傍聴を許可しております。そして、その横林

の人たちは、自分たちの地域の小学校がどうなる

のか経過を知りたくて、心配して傍聴に訪れてい

るんだと思いますので、議会はその思いをちゃん

と酌んで公開にしています。 

  でも、教育委員会は非公開にしています。同じ

思いで来ている人を、方や議会は公開して教育委

員会は、それもそのときの理由がすごく嫌なんで

す。議会を引き合いに出して、議会を配慮したか

のように理由にして非公開というふうにしている

んです。 

  それは別にここだけではないんですけれども、

いろいろなところで、議会にまだお示ししていな

いのでとかって言うんですけれども、実際に先ほ

どの水道審議会の答申だって議会にお示ししてい

ないんですけれども、傍聴可能でしたし、経過途

中で傍聴が可能でないということのほうが、今は

異常な状態になっているんだということを理解し

ていただけたらと思います。 

  それで、１つお聞きしますけれども、先ほど、

法に従って運営して非公開にしたかのような答弁

をなさいましたけれども、３分の２がどうたらこ

うたらと言っていましたけれども、でも、教育長

はその項目しかお読みになっていないんですね。

７条、前項ただし書きの委員長または委員の発議

は討論を行わないでその可否を決しなければなら

ないという条項があるんですね、下のほうに。 

  そうしたときに、議事録を読んでおりますので、

教育長がるる説明をしているんですね。計画が途

中で外に出るということに関しましては、市とし

て意思決定が必要になると考えます。教育委員会

と市が一体的に進めて成案につなげていく。この

素案は原則非公開が適当であると私は考えますと

言ったりとか、議会の皆様に協議し、パブリック

コメントとあわせて住民、地域、関係住民へのご

理解を求めるための説明会を実施してまいります

のでというふうに議員に答弁しているので、その

前に情報が外に出るということは混乱を来すので

はないかということでありまして、今回は非公開

がいいのかなというふうに思いますということで、

討論なさっているんです。 

  この状態というのは、法に従っていないという

認識はお持ちですか。 

○議長（平山 英君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） ただいまのご指摘の件で

ございますが、その文言どおりでありまして、私

の判断はそのとおりでございました。ですから、

法の根拠とかという今の質問に対して、ちょっと

私もわかりません。 

  非公開の決議になったときに、事務局の教育委

員会会議の公開に関する認識不足という形から、

会議が始まる時点では、受付を済ませた傍聴人の

方々をそのときに会場に入れなかった点について、

私はその点で不手際があったかなというふうに思

っているところでございます。このことにより、

適正配置基本計画（素案）他１件の事件について

非公開とする決議が、結果として私の発言と同時

に討論という形かどうかということは、ちょっと

私も判断しなかったんですが、結果として公開の

もとに行われなかったということに関しては、形

式上の瑕疵は否定できないと、こんなふうに思っ

ているところでございます。 

  また、議事全体、手続全体から見れば、実質的

にはこの会議の公開を規定した先ほどの法13条の

第６項の趣旨目的に反するものではないなと、こ

んなふうに感じているところです。 

  以上です。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 
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○１６番（早乙女順子君） 13条の第６項には反し

ていないけれども、第７項に反しておりますので、

そこら辺のところをきちんとご確認ください。 

  今回、私この質問をしていて、予算編成に当た

っての総務省自治財務局財政課が出してきた予算

編成上の留意事項という部分のところの１項を思

わず思い出してしまったんです。よらしむべし、

知らしむべからずといった独善的な発想で財政規

律の確保に失敗を重ねてきたことを、ほかならぬ

政治と行政が深く反省しなければならないと言っ

ています。 

  教育長の一連の答弁、よらしむべし、知らしむ

べからずというふうに私は思えてならないんです

ね。この前近代的な発想、もうそろそろやめて、

要するに法律や為政者の方針に従わせればよいも

ので、その意義や理由を知らせる必要などないと

いうこと。審議経過に立ち合わせずに決まってか

ら知らせればいい。要するに審議経過を知る必要

は、市民は要らないんだと言っているように聞こ

えておりますので、もう一回きちんとご確認をし

て運営をしていただきたいというふうに思います。 

  時間がなくなりましたので、では、最後の質問

をします。 

  小中学校適正配置基本計画の策定・実施と議会

のかかわりについてお聞きいたします。 

  小中学校適正配置基本計画について、素案につ

いては、庁内で調整した上で議員の皆様に協議し、

パブリックコメントとあわせて関係住民への説明

を実施してまいりますと９月議会での市長答弁の

引用をして、議会と協議するかのように教育委員

会で言いました。また、住民説明会でも、設置条

例で議会が最終的に決めると強調していました。

しかし、小中学校適正配置基本計画を決定するの

は教育委員会であります。そこでお聞きいたしま

す。 

  小中学校適正配置基本計画が教育委員会で決め

られてしまうと、議会で決定するのは学校建設と

統廃合の費用などが発生するときの予算、そして

学校の設置というより廃校のための廃止条例です。

その前に議会と協議することはあるのでしょうか。

パブリックコメントで聞き置くだけとも言えます

が、いかがでしょうか。 

○議長（平山 英君） 教育長。 

○教育長（井上敏和君） ただいまの質問に関しま

して、①の小中学校適正配置基本計画につきまし

ては、先ほども答弁いたしましたとおり、教育委

員会が那須塩原市全体の小中学校適正配置を計画

的に進めていくための基本方針として策定するも

のであります。 

  したがいまして、計画を進めていく上では、関

係住民の皆様の理解を得ながら、個別のさまざま

な課題について話し合い、より具体的な実施計画

を策定していく考えでございます。 

  その中で議会の皆様にも議員全員協議会等にお

いて状況を報告するとともに、時にはご意見等を

いただきながら進めてまいりたいと、こんなふう

に考えております。 

○議長（平山 英君） 16番、早乙女順子君。 

○１６番（早乙女順子君） 議会で聞き置くだけか

もしれませんね。協議って議決でも何でもありま

せん。議会で望んでいることが盛り込まれるとも

限りませんし、小中学校適正配置基本計画は議決

事項ではありません。ですから、議会がかかわれ

ることは本当に少ないです。でも、自分たちが公

開したくないとか、決めたと批判されたくない、

そのようなときに、やたらに議会を持ち出して、

市民にまるで議会がすべて決めているような誤解

を与えるようなことを言うのはやめていただきた

いと思います。 

  学区審議会の須藤会長も、これは大学の先生だ
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と思うんですけれども、教育委員会が答申を尊重

し、議会の承認を得て進めると思うと言うんです

ね。これを住民の人が聞いたら、まるで議会が関

与するように勘違いをします。そういうことのな

いように、今後気をつけていただきたいと思いま

す。 

○議長（平山 英君） 以上で、16番、早乙女順子

君の市政一般質問は終了いたしました。 

  以上で、質問通告者の質問は全部終了いたしま

した。 

  市政一般質問を終わりたいと思いますが、異議

ございませんか。 

〔「異議なし」と言う人あり〕 

○議長（平山 英君） 異議なしと認めます。 

  市政一般質問は終わります。 

 

─────────────  ◇  ───────────── 

 

◎散会の宣告 

○議長（平山 英君） 以上で、本日の議事日程は

全部終了いたしました。 

  これをもって散会いたします。 

  ご苦労さまでした。 

 

散会 午後 ４時３２分 

 




